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32 2-6 研究
サイバー哲学研究拠点の構築
(Formation of a research center
for cyber-philosophy)

「サイバー哲学」の研究を推
進する拠点を形成し、国内外
との連携および海外発信強
化により、情報技術のトップ
ランナーである日本における
新しい哲学のあり方を内外
に示すと同時に、哲学研究
のあり方を革新する。

情報技術の進展の望ましい
方向を見出すことを目指す本
計画は、科学技術との関係
における哲学の役割を大きく
変えると同時に、計算機実験
などの積極的導入、非哲学
者との共同作業の導入によ
りその研究手法も革新する。

情報技術に対して人々がも
つ不安や懸念の中には、責
任、自由意志、人間の尊厳と
いった概念レベルでの解決
を必要とするものが多い。サ
イバー哲学は、こうした概念
的問題に解答を与え高度情
報社会の実現に寄与する。

R1-R2：事務
局機能構築
R2-R3：諸シ
ステム開発 国
際集会開始
R3-R5： 継続
実施
R5-R6：セン
ター設立

総額1.6
諸システム開発費
用0.2
事務補佐員0.1 
研究員0.75 
海外客員教員招聘
0.25 
研究費 ・国際会議
開催費0.25
出版費0.05

名古屋大学情報学研究科
同附属価値創造研究セン
ター
哲学研究者3-4名

33 3-5 研究

調和ある多様性に向けての新しい
心理学の構築
(Establishment of New Psychology
for Diversity in Harmony)

社会の分断化を引き起こす
心の働きの科学的解明を心
理学を中心に学際的に推進
する。その成果をもとに調和
ある多様性を背景とした多元
的な共生社会を構築するた
めの具体的な「フューチャー
デザイン」を提案する。

心理学を中心として、情報科
学から社会科学までを俯瞰
する領域の多層からなるネッ
トワークを構築して進められ
る本計画の成果は、人類が
どのような環境を未来に繋い
でいくべきかを考えるうえで
のかじ取り役となる。

(1)多様かつ調和ある社会を
保証する精神活動の個人差
に関する科学的理解を提供
できる。
(2)参画研究者が、政策担当
者などと協働し、フュー
チャーデザインに向けた具体
的な政策立案にまでつなげ
る

R2-：目的達
成のための初
動期間
R4-：フュー
チャーデザイ
ンの提言
R6-：インパク
トの確立(中核
的機関設置
の提言など)

総額22.2
施設設備経費13.2
（MRI、大規模社会
実験システム、発
達研究設備など）
連携拠点運営経費
９（大型施設整備維
持経費、頭脳循環
による国際化推進
経費など）

京都大学、東京大学(中核
機関)、玉川大学、生理学研
究所、大阪大学、名古屋大
学、北海道大学、九州大
学、広島大学、筑波大学、
金沢大学、高知工科大学、
慶應義塾大学、中央大学、
自治医科大学

34 6-3 研究 ○

アジア・太平洋地域を対象とした
「地域の知」の時空間情報基盤の
構築と社会アラートプラットフォーム
の実装
(Construction of spatiotemporal
information infrastructure for
Knowledge of Area and
implementation of Social Alert
Platform for Asia-Pacific)

21世紀の日本のビジョン形
成に不可欠であるアジア太
平洋地域の秩序再構築のた
めに、時空間データの分析、
地域秩序に関わるビッグ
データの収集、地域動態を
客観化する数理モデルの構
築を進め、政策提言を試み
る。

本計画で開発する「社会ア
ラートプラットフォーム」「エビ
デンス基盤型地域研究」は、
21世紀型の社会分析・予測
手法である。前者は、時空間
情報基盤の整備、ツール開
発における新たなアルゴリズ
ムの研究を含んでいる。

「社会アラートプラットフォー
ム」は、紛争回避や自然災害
に対する危機管理に貢献で
きる。また、時空間情報基盤
等は地域情報を扱う実務者
等にオープンデータとして公
開され、災害復興に貢献す
る人的資源の輩出が可能と
なる。

R2-R4：機能
検討と概念設
計
R5-R7：情報
システムの応
用と実装
R10-R11：政
策提言の立
案・公開

総額49
ネットワーク形成に
よる地域の史資料
共有化経費10、シ
ステム概念設計・
開発経費20、人件
費10、事例研究費
９

京都大学東南アジア地域研
究研究所と東京大学空間情
報科学研究センターが中心
機関となり、地域研究コン
ソーシアムや地理学連携機
構をはじめ、国内外の先端
的研究機関と連携して進め
る。

35 7-2 研究

伝統知を活かしたサステイナブル
な社会構築に向けた恊働研究
(Cooperative Study to Construct
Sustainable Societies Based on
Traditional Intelligence)

古典を歴史的過去において
生み出された叡智のなかで
現在も効力を持つ思想や感
性を伝統知として再認識し、
用いて社会の持続に向けた
建設的な提言をめざして智
慧の再発見とその再利用に
資する恊働をおこなってい
く。

「伝統知」という語をキーワー
ドとして掲げて社会の持続に
向けた建設的な提言を行
い、現代日本が直面する諸
課題解決に向けて応用する
ための理念(idea)を提示する
ことに本研究の意義がある。

個別の多様な伝統知の諸要
素を学術的恊働によって再
構成し、現代日本が直面す
る諸課題解決に向けて応用
するための理念(idea)を社会
科学・生命科学・理学工学と
協働して提示することに本研
究の意義がある。

R1-R2：研究
環境の整備
期間
R3-R9：研究
の中核的実
施期間　R10：
研究の取りま
とめ作業

総額18
設備費３、給与・謝
金８、旅費５、印刷
刊行費1.5、雑費0.5

東京大学を実施機関とし、
同大学院人文社会系研究
科・文学部附設次世代人文
学開発センターに事務局を
置いて研究の実施・運営を
担当する。ネット空間を日常
の共同研究活動の場として
活用する。

学術大型研究計画（区分Ⅰ）概要一覧（重点大型研究計画除くNo.32～146）

人
文
・
社
会
科
学
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36 11-1 研究 ○ ○

社会科学の多角的統計情報データ
アーカイヴ構築とエビデンス・ベー
スド・ポリシー・メイキング（EBPM）
の実現：21世紀の社会科学の創造
に向けて
(Creation of Multidimensional
Statistical Data Archives in Social
Sciences and Realization of
Evidence-Based Policy-Making in
Japan: Towards New Social
Sciences in the 21st Century)

本計画は、日本における本
格的な社会科学のデータ
アーカイヴの構築とそれを用
いた各種の社会経済政策や
民間事業の推進に寄与する
共同利用共同研究拠点の仕
組みを提案するものである。

これまで日本の社会科学統
計が一部の研究者にしか利
用できなかった制度の壁、言
語の壁が一挙に取り除かれ
ることになり、社会科学の実
証研究の裾野が大幅に拡大
することが期待できる。

政府統計を中心にした社会
科学データアーカイヴの構築
は、単に学界コミュニティに
限らず、国際機関、中央政
府、地方自治体、民間企業
など幅広い対象に大きな貢
献をするものと期待できる。

R2-R7：データ
アーカイヴの
基本構造の
構築、政府と
の交渉期間
R8-R12：デー
タアーカイヴ
運用期

総額70（10年間合
計）
人件費20、調査費
43、設備費７

 実施機関は一橋大学、実
施拠点は一橋大学経済研
究所附属社会科学統計情
報研究センターである。実施
体制としては全国の社会科
学データアーカイヴ関連機
関と連携する。

37 12-2 研究

革新的医療開発の礎となる先進的
ヒト生物学の確立
(Advanced Study of Human
Biology for Medical Innovation)

本計画は生命・数理・情報・
人文科学を融合した学際的
手法により、ヒトに付与され
た特性の獲得機構とその破
綻による病態発症の原理を
解明し、「ヒトの成り立ち」を
明らかにする先進的ヒト生物
学の確立を目指す。

ヒト・非ヒト霊長類・齧歯類の
種差表出機構を遺伝子レベ
ルで解明する本計画は、ヒト
の生物としての本質を究明
するとともに、難病の発症機
序解明と革新的治療法の開
発を可能とすると期待され
る。

ヒト生物学の推進は医学の
発展に直結するため、ヒト社
会の健全な進歩を支える礎
となる。またヒト・霊長類の生
体組織の適切な利用や研究
成果の価値について、新た
な生命倫理の基準づくりに寄
与できると期待される。

H29－R2：建
設期間
R1－R4：部分
運用
R5－R9：本格
運用

総額190
整備運営費：73（多
階層オミックス情報
解析センター：30、
細胞・組織・生体イ
メージングセン
ター：30、霊長類ゲ
ノム工学開発セン
ター：13）、人件費：
90、その他：20

京都大学 医学研究科、ヒト
生物学高等研究拠点が中
心となり、滋賀医科大学、
EMBL、マギル大学、マウン
トシナイ病院等の国内外機
関と連携を図り研究を実施
する 。

38 12-7 研究 ○

海洋生物科学の研究ネットワーク
の構築　ー持続可能な海の将来に
向けてー
(Organization of Global Research
Network of Ocean Biological
Science - To Sustainable Future
of Oceans -)

2021年からの「国連持続可
能な開発のための海洋科学
の10年」に応じ、全国の海洋
研究施設のネットワーク化に
より海洋科学研究の国際的
推進力となり持続可能な海
洋の利用・保全の実現を目
指す。

沿岸から深海まで広範囲の
研究連携により観測・解析か
ら将来予測の評価まであら
ゆる信頼性の付与に貢献
し、国際ネットワークへの積
極的参画により近年の海洋
問題の科学的解決の推進力
となる。

現代の海を持続可能な地球
の将来に繋げるには、海洋
の基礎科学に基づく施策で
あるが、海洋の問題が人間
社会に与える影響には明確
な答えがないため、本ネット
ワークは海洋研究の成果を
正しく社会に伝える役目をも
つ。

R2-R4：ネット
ワーク機能の
実装、海洋観
測・研究環境
の整備
R3-R11：海洋
問題解決へ
の内外共同
研究実施、社
会還元
R11：SDGs達
成評価

総額　200（10年
間）
海洋生物環境科学
ネットワークの構
築・運用 20、ネット
ワーク参加施設の
整備　100、海洋観
測設備の整備　80

海洋生物環境科学ネット
ワーク：海洋研究開発機構
（事務局）、東京大学大気海
洋研究所、大学施設の臨
海・水産実験所、海洋関連
学部等の大学、国立環境研
究所、産業技術総合研究所

統
合
生
物
学

39 13-3 研究

環境DNA技術に基づく大規模生態
系観測ネットワークおよび高度生
態情報解析拠点の形成
(Establishment of environmental
DNA-based large-scale ecological
monitoring network and advanced
eco-information analysis center)

農林水産・環境・国土利用・
公衆衛生など広い分野の課
題解決のため、環境DNA技
術に基づく高度生態情報観
測・解析システムを構築、気
象分野に匹敵する状態把握
や異常検知、将来予測を生
態系分野において実現す
る。

生態系動態を理解する上で
最も基礎的な情報を提供す
ることで、生態系の駆動原理
の解明を促進するとともに、
水産・環境・衛生など幅広い
分野についての変動予測や
適応策策定を飛躍的に高精
度・効率化する。

生態系を「見える化」し、取得
された生態系大規模データ
を元に水産・環境・衛生など
の分野において経済・産業
的価値を生み出すとともに、
生態系の正確な状態把握を
通じてSDGsの実現に大きく
貢献する。

R1：環境DNA
観測網構築と
関連研究準
備
R2：多地点観
測の試験的
実施
R3-R5：観測
網構築とデー
タ解析の社会
実装

総額475
設備・デバイスの開
発研究45、分析手
法研究45、データ
分析と情報学45、
観測サイト整備
100、分析施設整備
40、情報管理・解析
拠点整備100、人件
費・運営費100

環境DNA学会を中心に、学
会員の所属する産官学所属
機関、学協会、環境分野・水
産分野・国土利用分野に関
連する行政機関との密接な
連携のもと、環境DNAによる
生態系観測網を確立する

基
礎
生
物
学
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40 13-3 研究

人新世における生物多様性科学の
深化：アジアングリーンベルトの生
物多様性維持機構解明と高生物
多様性生態系設計へ向けた総合
的研究
(East Asia as the biodiversity
hotspot: the thorough investigation
and elucidation of its high
biodiversity, and the challenge to
design the ecosystems with the
high biodiversity)

生物多様性の保全にむけ、
高時空間分解能リアルタイ
ム生物多様性測定・環境質
測定などの技術を駆使し、地
球上で最も高い生物多様性
を持つアジアングリーンベル
ト（AGB）における生物多様
性の全貌を明らかにする。

生物多様性の宝庫である
AGBにおける、最新観測解
析技術の融合と大規模野外
操作実験による検証による
世界初の包括的多様性研究
により、生物多様性の維持
機構把握そして高生物多様
性の制御に向け世界をリード
する。

急速な変化を受けている
AGBにおいてその生物多様
性を維持しさらに高めるため
の重要な知見を得る本計画
は、生物多様性が極めて重
要な役割をしているSDGsな
どの社会的要請や緊急性が
極めて高い。

H31-R3：観測
サイト・拠点・
実験施設整
備、実験計画
R4ーR8：サイ
トデータ収集、
野外実験
R9－R10：
データ解析

総額196
観測サイト整備64、
拠点整備30、AGB
観測サイト整備60、
生態系人為操作施
設導入23、人件費・
運営費19

全体調整・総括：京都大学
生態学研究センターと日本
長期生態学研究ネットワー
ク（JaLTER）
その他協力機関：国内各大
学、総合地球環境学研究所

41 14-2 施設

放射光生命農学国際教育研究拠
点の形成　～食料安全保障と健康
長寿社会のための新技術・産業創
生と国際人材育成～
(Establishment of the international
center for synchrotron agri-
bioscience: Development of new
agri-technologies and education
systems for food security and
aged society)

東北大学に設置される次世
代放射光施設を用いて農畜
水産物や食品の要素・構造・
機能を可視化し、得られたエ
ビデンスを研究や産学連携
に利活用することで、世界を
先導する「放射光生命農学」
の研究拠点を形成する。

高輝度軟X線が特徴的な次
世代放射光施設を農学・生
命科学研究に活用し、農薬
や抗生物質に依存しない農
畜水産物の健全育成や、食
品の安全性・機能性の評価・
開発・産業利用のための科
学技術を飛躍的に革新す
る。

健康長寿社会実現に向けて
安全性・機能性を備えた食
糧を供給、持続可能な生産
環境を確保することでSDGs
に貢献する。また放射光生
命農学の国際教育の展開に
より、食・農分野のグローバ
ル人材の育成に貢献する。

R2-R4：関連
拠点設置等
稼働前準備
R5-R7：次世
代放射光施
設での新技術
開発等
R8-R11：拠点
強化と新産業
創出等

総額94.2
放射光連携施設整
備31.8（放射光生
命農学施設15、解
析用植物育成施設
10他）
運営費62.4（本部
事務局20、放射光
生命農学32、圃場
８他）

中核機関は、東北大農学研
究科。参画機関は、医学系
研究科、工学研究科等学内
７部局。SPring-８、東大、神
大等５の国内研究機関。
ワーゲニンゲン大等６の海
外研究機関。

42 14-4 研究 ○

AIと統合情報を駆使したスマート・
メガスケール植物工場ネットワーク
による国際競争力のある農作物生
産
(Internationally competitive
agricultural production based on
smart mega-scale greenhouse
network with integrated
agricultural information and AI)

1,000,000m2(100ha)級(20ha
超級を含む)のメガスケール
植物工場による国際競争力
のある農作物生産システム
の構築と、その生産を支える
AIを基盤とした統合情報シス
テムの研究開発を行う。

農作物生産統合情報システ
ムの研究開発にあたり、AI・
植物生理生態学・園芸学・計
測工学を融合した植物診断
計測工学、知能的環境調節
のための農業情報工学、オ
ミクス環境制御学、植物アロ
マ利用学が確立される。

国際競争力のある農作物生
産システムとして100億円規
模の農作物生産を可能に
し、1500～5000人規模の雇
用を創出する。また、農作物
生産を通した植物工場「場下
町」の形成による地域活性
化も期待される。

R2－R4：研究
組織・施設の
整備
R5－R7：国内
運用と海外展
開のための環
境整備
R8－R11：技
術確立と国際
展開

総額350
メガスケール植物
工場実証施設整
200、既存植物工場
研究拠点における
研究開発20、AI・統
合情報システム群
研究開発80、高緯
度植物工場・セン
サデバイス研究拠
点整備50

植物工場設備を必要とする
研究開発：北海道大・豊橋
技術科学大・愛媛大・千葉
大・大阪府立大、各種研究
開発：東京大・京都大・東京
農工大・九州大・宮崎大・次
世代施設園芸拠点・他数企
業

43 14-4 研究

高付加価値植物の作出および生
産システムの開発
(Creation of high-value added
plants and development of
production systems)

生活習慣病予防に有効な機
能性成分を高含有する食用
作物、漢方薬・化粧品等の原
料になる薬用植物、医療用
原材料を生産する遺伝子組
換え植物などを作出し、その
成分を効率的に生産する研
究プラットフォームを構築す
る

作物、薬用植物、遺伝子組
換え植物の環境応答、遺伝
子発現、形態形成、光合成
には共通性がある。人為的
な環境構築ができる生産シ
ステムを活用して人工環境
下の植物生理学を体系化
し、高付加価値植物の実用
化を図る。

予防医療としての食産業や
感染症等に対応するための
医薬産業に関わる植物利用
はさらに重要になる。高付加
価値植物の作出とその効率
的な生産技術を開発する領
域横断型の植物研究は、出
口が明確で産業化が期待さ
れる。

R1－R5：環境
応答の解析、
高付加価値
植物の作出
R6－R10：有
効性評価、効
率的な生産シ
ステム・育成
法の確立

総額90
完全閉鎖型植物生
産システム（４拠
点）30、植物生理情
報の分析・解析装
置50、遺伝子組換
え植物実験施設10

千葉大学の大学院園芸学
研究科、植物工場研究セン
ター、植物分子科学研究セ
ンター、環境健康フィールド
科学センター。加えて12大
学、国研４機関、公設試験
場10県、民間２機関
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44 14-4 研究 ○

持続可能な社会構築のための都
市農業の実現に向けた研究拠点
形成
(Establishing research networks to
realize urban agriculture for
building sustainable societies)

都市農業に係る様々なス
テークホルダーによる協働を
可能にする研究拠点および
研究ネットワークを形成し、
都市農業の持続的な振興に
向けた基礎的・実証的研究
体制の整備と人材育成の枠
組みの構築をめざす。

細分化されている農学分野
の学術を「都市での農業」と
いう観点から再構築すること
に加え、農学だけでなく都市
や都市生活に係る様々な学
術分野との協働により、環境
共生都市の実現に向けた学
術の進展に寄与する。

多様な機能を有する都市農
業は、SDGsのわが国の優先
課題の実現のために不可欠
なものであり、政府も都市農
業振興基本法を制定しその
振興を推進している。本計画
はこれらを学術的にサポート
する枠組みを提示する。

R2：関連施設
設置準備。研
究ネットワー
ク構築準備
R3－R6：施設
設置、研究
ネットワーク
構築
R7－R11：本
格運用

総額40
研究施設設備整備
（都市農業推進セ
ンター、都市農地
機能評価設備等）
20、 運営費10（１×
10年）、関連システ
ム開発費５、実証
研究推進経費５

千葉大学、大阪府立大学、
高崎健康福祉大学、山口大
学、農研機構(農工部門, 九
沖農研)が中心となり研究拠
点を形成し、関連行政機関
とも協働しながら、都市農業
研究ネットワークを構築す
る。

45 14-5 施設 ○

次世代を担う革新的なバイオマス
生産・利活用技術の（農学学際）研
究開発
(Development of innovative
technologies related with biomass
production and utilization
responsible for the next
generation)

環境・食糧・エネルギー分野
における革新的基盤技術開
発を目指して、バイオマス資
源の増産・開発と革新的バイ
オリファイナリー技術開発を
両輪として、化成品の代替材
料や新規機能性有機体の創
製に取り組む。

バイオマス増産に必要な植
物の生命原理の分子レベル
での解明や革新的バイオリ
ファイナリー技術開発におけ
る酵素の高機能化/精密な
代謝工学の新展開から得ら
れる基礎基盤研究成果は学
術的に極めて高いといえる。

温室効果ガスの排出削減に
向けて、バイオマス増産とそ
れを利用したバイオリファイ
ナリーによる食糧・エネル
ギー・化成品・医薬品の生産
に向けた研究は人類の活動
を大いに支える重要な基盤
研究といえる。

R2-R3：建設
期間
R2-R3：部分
運用
R4-R11：本格
運用

総額159
２拠点 建設費
60、開発設備・備品
35、人件費  27、消
耗品費  36、 拠点
運営経費　１

東大農学生命・生物生産
セ、筑波大生命環境、京大
工学・農学、東工大資源、名
大生命農学、北大農学、神
戸大科学技術・農学・工学、
奈良先大バイオ、富山県大
工学、理研、産総研、徳大
生物資源

46 14-6 研究

森林資源循環利用の基盤となる
データ科学の展開
(Development of data sciences for
sustainable use of forest
resources)

森林の適正管理・資源循環
利用による気候変動対策・
国土強靱化ならびに過疎化・
高齢化時代における中山間
地域の社会システムの構築
を目指して、データ科学分野
の技術を活用、発展させて総
合的に展開する。

成熟した国内人工林資源の
活用だけでなく、非経済林の
公的管理の在り方もふまえ
て、森林資源循環利用の基
盤となる土地利用と資源利
用の最適化の統一的展開を
可能とするためのデータ科学
の構築に学術的な意義があ
る。

気候変動対策、国土強靱
化、木質資源利用への変換
は喫緊の課題であり、SDGs
でも持続可能な森林経営の
重要性が示されている。デー
タ科学に基づく森林資源循
環利用システムの構築は地
域への波及効果も高い。

R2：研究・開
発方針確立
R3－R6：技術
開発
R7－R11：予
測・評価手法
の活用、新機
能材料の性
能改善、シス
テム構築

総額70
森林基盤データ整
備技術20、森林機
能評価技術15、森
林資源利用の多様
化・高度化技術20、
森林資源循環利用
に即した社会シス
テム構築とそれを
支える技術15

日本学術会議林学分科会
委員を中心として運営委員
会を組織。(国研)森林総合
研究所と東京大学が中核機
関。名古屋大学、京都大
学、京都府立大学、京都先
端科学大学が中心的実施
機関。

47 14-7 研究

わが国の産業・社会の基盤資源と
しての昆虫類の生物情報データ
ベースおよび大規模標本の整備
(Construction of biological
information database of insects
and large-scale collection of
insect specimens as a basic
resource for industry and society
in Japan)

国内とアジア地域における大
規模な昆虫分布調査と種情
報のデータベース化、DNA
バーコード及び国内の代表
的昆虫の全ゲノム解析、３D
形態情報の集積等により統
合データベース、同定・検索
システムを開発確立する。

生物多様性標本資源と生物
情報の集積を通じて、侵入や
分布拡大が懸念される感染
症媒介昆虫や農林畜産害虫
研究の基盤整備、外来性昆
虫が保有する病原の国内侵
入の監視や感染症の解析等
の幅広い研究に貢献する。

害虫・天敵昆虫の同定技術
が躍進するとともに、昆虫の
機能利用による新しい産業
が 生 ま れ る 基 盤 が 整 備 さ
れ、SDGsへは持続可能な農
業の促進、人々の健康的な
生活の確保、陸域生態系の
保護の点で貢献する。

R2－R4：建設
期間
R5－R8：部分
運用
R9－R11：本
格運用

総額100
設備投資30、人件
費20、運営費20、
消耗品費15、その
他15

九州大学大学院比較社会
文化研究院・農学研究院、
東京大学大学院農学生命
科学研究科、国立研究開発
法人 農業・食品産業技術総
合研究機構、国立感染症研
究所昆虫医科学部が中核と
なり実施する。

48 14-8 研究

東日本大震災からの復興農学拠
点
(Scientific base for restoring the
agricultural damage by The great
east Japan earthquake)

復興支援の研究を実施する
広範な農学研究者からなる
「復興農学センター」を設置
する。現場からの多様な要
請に応える人材を育成し、政
策、行政、地域の自主的努
力を支援する。復興に至る学
術の貢献を世界に発信す
る。

農地の防災・減災および水
利施設の修復、再建、生態
系の放射線量の動態解明等
に関する新たな学術・技術研
究が進む。さらに、被災―荒
廃─復旧―復興のプロセス
を結合した大規模なフィール
ド研究と人材育成が進む。

農畜水産業の復興のため、
今後の発展に関する見通し
を「復興農学」の知識体系と
して作り上げる。我が国土は
自然の厳しさと共存せざるを
得ない中で、「復興農学」の
知識体系が社会的価値の一
つとなることを期待する。

R2-R4：「復興
農学セン
ター」設立
R5-R8：第1期
計画実施
R9-R11：中間
評価と第2期
計画実施

総額150
「復興農学セン
ター」の設置経費
30（オープンラボの
借用/増設。機器・
設備の充実と共同
利用）、研究運営経
費12×10年（組織
運営、情報発信、
サーバー運営等）

東北大学東北復興農学セン
ターなどの国・公・私立大学
と（国研）農研機構などの政
府研究機関、福島県農業総
合センターなどの公立研究
機関および企業などの民間
研究機関
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49 14-9 研究

百寿社会を支える植物とアグリイノ
ベーションの創出
(Creation of plants and agricultural
innovation supporting the society
for health and longevity)

植物病予防、害虫や雑草管
理、天敵利用等における最
新技術を応用した効率的・省
力的な農業生産システムを
確立し、環境保全に配慮しつ
つ安心安全な植物を十分に
生産する「アグリイノベーショ
ン」の創出を目指す。

耐病性や機能性に優れた付
加価値の高い品種の作出技
術開発を通して我が国の植
物保護技術を飛躍させる。ま
た、日本に発生する有害生
物のゲノムをすべて解読して
データベースを作成し外来生
物の侵入に備える。

我が国独自の作物品種の開
発を通して国内農業を再活
性化し、食料の安定生産や
省力的な農業生産システム
を構築するとともに、持続的
な病害虫・雑草管理技術開
発を通して食料の質と量の
保証に貢献する。

R2-R3：共同
研究施設建
設、研究・運
用体制検討
R4-R6：各研
究部門での基
礎研究
R7-R11：実用
化研究

総額65
隔離温室を持つ実
験施設建設および
研究設備の整備費
25、研究費15、運
営費（人件費を含
む）25

隔離温室を持つ共同実験施
設をつくば地区に整備し、害
虫制御、病害制御、雑草制
御、ゲノム情報、有用品種開
発、制御剤開発部門を設け
る。我が国の関連する研究
機関等を結集する体制を作
る。

50 15-1 研究 ○

海洋生物資源ガバナンスのための
生態系研究ネットワーク拠点の形
成
(Marine Ecosystem Research
Network for Governance of Marine
Biological Resources)

恵みを生み出す海洋生態系
を保全する海洋生物資源ガ
バナンスの確立を目指し、海
洋生態系における生物の多
様性と相互作用に関する理
解を革新的に進めるための
学術的基盤となるネットワー
ク拠点の形成を目的とする。

科学的証拠に基づいた海洋
生物資源ガバナンスのため
広域データ収集システム、最
新ビッグデータ解析技術、新
規アルゴリズムを用いて水
産・海洋研究を結合し、海洋
生態系の統合的理解を図る
世界初の取組みを行う。

多様性と相互作用の理解を
深め、海洋生態系保全と資
源の持続的利用を図る。資
源管理方策立案、生態系の
多面的機能等の知的価値向
上につながる。SDGs第14番
“Life below water”に直結す
る。

R1－R3：研究
拠点構築、各
種解析手法
の構築
R2－R11：本
格運用、持続
的高度利用に
適した海洋資
源生物機能
の探索

総額220
拠点構築初期投資
40、運転実施経費
135、運営費45

拠点機関：東京大学、北海
道大学、東京海洋大学、長
崎大学
実施機関：水産研究・教育
機構、海洋研究開発機構、
宇宙航空研究開発機構、高
等教育機関・各都道府県水
産研究機関など

51 15-6 研究

微生物探索の革新による生物機能
開発イノベーション
(Novel microbial screening
technology develops innovative
biotechnology)

我が国唯一といえる微生物
関連研究拠点を構築する。
特に、革新的な未知微生物
の探索を行う微生物機能開
発センターを設置し、微生物
のリソース探索、機能解析、
バイオテクノロジー開発の研
究を推進する。

最も多様性に富むものの
99％が未解明である微生物
の探索によって、機能未知遺
伝子の機能、生命の基本的
な構築原理および生物多様
性の全貌の解明が加速さ
れ、持続可能社会の構築の
ための新技術の革新を導く。

微生物の地球上での普遍性
を反映し、得られる成果は、
有用物質生産、合成生物
学、創薬、腸内微生物制御、
環境微生物制御、排水処
理、作物病害低減、食の安
全等を含む環境、健康、食料
分野の技術革新を導く。

R1－R8：微生
物リソース探
索・微生物機
能解析に関す
る基礎研究
R4－R10：バ
イオテクノロ
ジーの開発研
究

総額134
微生物機能開発セ
ンター建設35、微
生物機能開発設
備・備品 35、人件
費27、消耗品費
36、運営経費１

東京大学、筑波大学、東京
工業大学、国立感染症研究
所、北里大学、京都大学、
岡山大学、理化学研究所
他。拠点となる微生物機能
開発センターは筑波大学と
東京大学に共同設置する。

52 15-7 施設

天然物の活用による農業イノベー
ション：リードソース再構築と革新
的生産手段の開発
(Innovation in agriculture by using
natural products: research for
reconstructing lead sources and
developing groundbreaking
production tools )

天然物および誘導体のライ
ブラリーを充実させた天然物
研究所を設立し、それらを農
業に活用することで、環境に
優しい農業テクノロジーおよ
び食の安全性の向上をめざ
す。

植物、微生物、昆虫等が生
産する天然物の生理機能、
それらの生物間での役割、
環境に対する作用、医薬品
としての有用生物活性等が
明らかになり、天然物の農
業、環境、医薬への新たな利
用方法が見出される。

天然物の農業応用は、農学
全般、環境科学に大きな影
響を与えるだけでなく、環境
破壊の修復や人類の生活に
重要な医薬、農薬等の開発
に新たな展開をもたらすこと
が期待される。

R1-R5：天然
物研究所建
設。薬剤ソー
スライブラリー
構築
R5-R10：ライ
ブラリーの利
用および農業
利用を開始

総額75
天然物研究所の建
設経費25、各種分
析機器の設備費
15、研究員等の人
件費14、消耗品費・
旅費等20、拠点運
営費など１

農学関係の研究機関が主と
なる。拠点となる天然物研究
所は東京大学大学院農学
生命科学研究科に設置す
る。その他、天然物に関する
研究が行われている様々な
国内の大学と連携する。

53 15-8 研究 ○

SDGs実現をめざしたスマートフード
システムの構築
(Comprehensive Approaches to
Food Systems for SDGs)

循環共生型スマートフードシ
ステム構築のため、育種、生
産、加工・流通、品質管理の
課題およびゴール共有化の
ための接続科学である循環
共生型地域空間、統合農業
知及びシームレス・フードシ
ステムの研究深化を図る。

食料の生産・流通という複雑
システムに対し、社会科学分
野（農業経済学）にプロジェク
ト俯瞰の役割を持たせ、育種
学、農学、地域総合農学、農
業情報システム学の協働プ
ロジェクトを構想し、SDGsの
実現をめざす。

食料の生産・流通・消費のシ
ステム全体の透明性が高ま
り、国際標準のリスク管理に
もとづく食料安全保障が可能
になる。災害復興などは、修
復すべきフードチェーンの全
体像を描きながら効率的な
再建作業が可能になる。

R2-R7 ： 研 究
拠点と研究プ
ラ ッ ト ホ ー ム
の設立
R8-R12 ：
SDGs に 向 け
た ス マ ー ト
フ ー ド シ ス テ
ムモデルの構
築

総額500
研究拠点・研究プ
ラットホーム運営費
100、精密農業大規
模データ解析運用
システム100、遺伝
資源バンクの設計
と 利 用 シ ス テ ム
200、スマートフード
システムモデル事
業100

中心機関：東京農工大学卓
越リーダー養成機構、参加
機関：北海道大学、岩手大
学、東北大学、東京大学、
筑波大学、明治大学、日本
大 学 、 京 都 大 学 、 佐 賀大
学、高知大学、愛媛大学、
農村工学研究所

食
料
科
学
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食
料
科
学

54 15-8 施設

統合的和食・腸内細菌機能科学に
よるグローバルヘルスフードイノ
ベーション
(Integrative research on functional
interaction between Japanese food
and gut microbiome pioneering
global health food innovation)

SDGｓが掲げる食と健康の未
来像の実現に向け、和食研
究と腸内細菌研究との協動
により独自性の高い機能性
素材を発掘し、それらを摂取
する側のヒトにおけるレスポ
ンスを最新の栄養学の観点
から理解する。

和食固有の機能性成分に関
する腸内細菌代謝物の生理
機能解析を基軸に、代謝物
を介するヒトと腸内細菌の相
互作用の解明を通して、和食
の潜在的機能を源泉に、新
たな健康基盤を創成しうる食
概念を提案する先駆的研
究。

健康寿命延伸に繋がる成果
は、医療費削減効果が大き
い。さらに、地域食材の機能
解明を通した農業振興が期
待される。また、新たなプロ
バイオティクス・発酵食品開
発を介した食品産業への貢
献など産業的意義も大きい。

R2－R7：建
設、機能性分
子・微生物特
定
R2－R9：代謝
解析、生理・
保健機能解
明
R6－R11：機
能性分子生
産

総額 95
拠点建設費 25、設
備・備品 25、人件
費 14、消耗品費
30、その他 １

（中心実施機関）京都大学、
東京大学、北海道大学、東
北大学、九州大学、名城大
学
拠点となる「統合的和食・腸
内細菌機能科学研究所」を
京都大学農学研究科に設置
する。

55 16-5 研究 ○
ヒューマングライコームプロジェクト
(Human Glycome Project)

Human Glycome Projectを始
動する。健常老化と認知症
に集中することにより実現可
能性を高め、急速な高齢化
社会への還元を確実に行う。
同時に、糖鎖構造解析など
の技術基盤の進展を目指
す。

糖鎖構造の多様性と量的変
動性はSNPsのそれを上回
り、個人の糖鎖情報は独立し
たビッグデータとなる。老化
過程や病態の解明、多様な
疾病の薬剤開発、マーカー
の創出、バイオインフォマティ
クスの進展に貢献する。

超高齢社会や人生百年時代
における社会参加寿命延
伸。この推進の有力な手段と
なる。健常老化コホート、疾
患レジストリの臨床・画像・ゲ
ノミクス等のデータはグライコ
ミクスとの組合せ解析により
効果的に生かされる。

R2－R6：基盤
形成。グライ
コミクスデータ
ベース作成、
組合せ解析。
技術開発。R7
－R11：運用
拡大。解析拡
大。技術応
用。

総額154.1
糖鎖解析装置
24.1、運営費（含人
件費・研究開発費・
運営費）130

ヘッドクォーターを名古屋大
学に置き、糖鎖解析、情報
学的解析、病態モデル解
析、糖鎖構造解析技術開発
など５拠点で実施。

56 16-7 施設

先端科学技術による医療・社会シ
ステムのレギュラトリー科学評価解
析センター
(Regulatory Science Center for
Evaluation and Analysis of Medical
and Social Systems Based on
Advanced Science and
Technology)

レギュラトリー科学に基づ
き、先端科学技術による安
心安全な医療機器、車・建造
物・情報システムなどの社会
システムのリスク・有効性を
評価解析、制度設計、認証
の研究開発を行う共同利用
センター施設を構築する。

レギュラトリー科学は我が国
発の文理融合学術領域であ
り、医療機器から構造物、食
品、車、機械などの社会シス
テムにおける有効性と危険
性の法的承認やビジネス上
の課題解決の学術的基盤と
して国際的に発展する。

先端科学技術に基づく社会
システムに対する生活向上
などの有効性と見逃しがちな
危険性を科学的に定量化
し、それに基づく社会的にコ
ンセンサスが得られる法制
化とその必要性を広く国民の
理解を得るために価値が高
い。

R1：実施準備
R2：施設,人事
R3：プラット
ホーム構築
R4：計画拡大
R5：外部連携
強化
R6-R10：独立
運営

総額：15.84
施設建造経費：5.5
施設地所経費：0.5
設備・備品費：3.5
管理運営費：1.5
人件費：4.44
消耗品・通信経費：
0.25
その他：0.15

中心機関；YNU研究拠点と
全部局
連携組織；神奈川県、横浜・
湘南・東海の大学・研究機
関、PMDA、NICT、フィンラン
ドオウル大学、オウル大学
日本研究所CWC日本他

臨
床
医
学

57 17-1 研究

ヒト疾患および正常ヒト組織
PDX(Patient-Derived Xenograft）
樹立・保存・覚醒・基盤技術・教育
支援による保健と創薬の治療研究
推進
(Promotion of therapeutic
research for healthcare and drug
development by human disease
and normal human tissue PDX
(patient-derived xenograft)
establishment and storage/wake-
up/basic technology/educational
support )

慢性閉塞性肺疾患、前立腺
肥大症、間質性肺炎、心筋
症、クローン氏病、潰瘍性大
腸炎等、対策が急務である
疾患のPDXモデル樹立・保
存・覚醒基盤技術を用い、病
因病態解析・予測予防と革
新的医薬品等の開発を行
う。

ヒト疾患と正常組織を移植・
維持、生きたプログラム凍結
保存、覚醒させる基盤技術
は基盤研にしかなく、学術的
重要性は臨床医学領域のみ
ならず、環境科学、生命科学
領域に大きなインパクトを与
え、波及効果は高い。

がんの10倍の医療費を要
し、保健医療の崩壊が危惧
され、治療法未確定の疾患
の対策は急務であり、社会
的意義は高く、画期的新薬
の開発の経済・産業的価値
も高い。SDGｓについては、
すでに環境領域で貢献した。

R2-R4：ヒト疾
患と正常組織
PDX樹立保
存、創薬支援
R5-R7：全国
臨床部門およ
び他領域と実
施、使用施設
の拡充

総額20
設備費1.6、人件費
4.7、動物経費1.8、
PDX経費4.5、創薬
経費6.9、消耗品・
試薬・器具・液体窒
素等0.5

実施機関：医薬基盤・健康・
栄養研究所
実施体制：１-３年度；倫理上
合意に至っている参画機関
（臨床、基礎）と実施
４-５年度；全国臨床領域お
よび他領域機関と実施

基
礎
医
学
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58 18-3 研究 ○

Society 5.0の核となるケア・イノ
ベーションの研究基盤ネットワーク
拠点
(Center for Care-innovation
Research Network of Society 5.0)

①先進ケアモデル大容量
データ集積・統合、②ケアの
本質の探究と理論化、③ケ
ア実践開発、④ケア・イノ
ベーションの生涯教育モデル
開発を柱とする研究基盤ネッ
トワーク拠点を構築し、ケア
共同社会構想を提案する。

ケアに内包される価値観や
役割、ケアに関わる学問や
専門性、人々の生き方、社会
のあり方の抜本的な変換が
推進され、多様な共同活動
がケア社会を作ると考える
「ケア」のパラダイムチェンジ
を実現させる。

ケアの変革と拠点の構築、ケ
ア実践開発、および人材育
成は、人々や地域のケア潜
在力を高め、いかなる地域・
国においても、Society5.0が
めざす「人間中心の社会」が
実現することに貢献する。

R2-R4：拠点
整備
R5-R9：データ
集積・統合・
分析、モデル
開発
R10-R11：「ケ
ア共同社会」
構想の提案

総額50
データ解析システ
ム基盤とプラット
フォームの構築費
20、ケアの理論化
４、生涯教育モデル
開発5、ケア実践開
発21

慶應義塾大学 に先進ケア
データ解析システム基盤お
よびケア・イノベーション・プ
ラットフォームを設置し、研
究基盤ネットワーク拠点構
築ための中核とする。関連
学協会、産官学との連携を
行う。

59 18-5 研究

母子保健情報と学校保健情報の
連結と、健康寿命延伸や母子保健
の向上および生活習慣病予防へ
の利活用
(Linkage of infant and school
health checkup and utilization of
the database for extension of
healthy life expectancy,
childhood/family support, and
prevention of lifestyle diseases.)

自治体と連携し、破棄されて
きた妊婦健診情報、出生時
情報、乳幼児健診情報、学
校健診情報を匿名化の上で
デジタル化し保管すると共に
各情報を連接して-1歳から
14歳までの健康情報データ
ベースを構築し活用する。

構築したデータベースは、世
界的にも珍しい法制度に基
づいた子どもの健康に関す
る悉皆かつ経年調査情報で
あり、胎児期や幼児期の因
子と成長後の健康状態との
関係を検討する等の大規模
な疫学研究を可能にする。

電子生涯健康手帳の健康情
報を参考に正確で早い診断
と治療開始が可能になり医
療費削減や健康寿命延伸に
繋がる。母子保健や学校健
診の制度、データベース構
築、分析を海外に広めれば
乳幼児の死亡率低減に貢献
し得る。

R1-R10：自治
体との連携、
データ収集、
データベース
構築
R3-R10：周産
期学、小児科
学、生活習慣
病領域との連
携と研究

総額18
自治体との折衝、
データ収集、システ
ム開発：６
データベース構築
と運営、電子生涯
健康手帳の開発と
実装：６
疫学研究、生活習
慣病など他領域と
の連携：６

京都大学、横浜市立大学、
東京都立小児総合医療セン
ター、日本DoHAD学会、一
般社団法人健康・医療・教
育情報評価推進機構、リア
ルワールドデータ株式会社

60 20-1 研究

医用AI開発とデータ駆動型医療実
現を目的とした、高精度医療リアル
ワールドデータ生成および統合解
析共通プラットフォームの開発研究
計画
(Development Plan of Generator of
Precise Medical Real World Data
and Common Platform for
Integrated Analysis, Aiming to
Development of Medical Artificial
Intelligence and Realization of
Data Driven Medical Service )

ICT技術を駆使して高品質な
保健・医療・介護データ生成
システムを構築し、次世代医
療基盤法による匿名加工化
データを用いて解析活用セン
ターで医用AIを開発・高度化
し、高品質データを産む社会
循環を創成する。

様々な領域間の垣根を取り
払い、多くのデータサイエン
ティストを育成すると同時に、
旧来の研究では実現しえな
い規模と速度で人類に役立
つ新たな医学知をリアルタイ
ムかつ低コストで量産する研
究基盤を構築する。

高品質の医療ビッグデータ
生成と医用人工知能応用
は、人類史上初の超少子高
齢社会を迎えた日本にとっ
て、国民が主体となって乗り
越えるために不可欠な社会
基盤であり、少子高齢化を追
随する諸国の模範となりう
る。

R2－R4：デー
タベース構築
期間
R2－R6：デー
タ生成システ
ム開発
R5－R11：シ
ステム本格運
用、データ
ベース

総額100
医学医療統合デー
タ解析活用セン
ター：データベース
構築34
運用経費11、解析
システム開発15、
次世代電子カルテ
開発15、PHR開発
普及５、医用AI開
発５、社会実装５、
管理的経費10

代表：日本医療情報学会
実施機関：九州大、東北大、
東京大、帝京大、名古屋
大、京都大、大阪大
協力機関：MEDIS-DC、
JAHIS、日本糖尿病学会、
日本腎臓学会、クリニカルパ
ス学会

61 20-3 研究 ○

AI・データ駆動型創薬・医療の研究
開発拠点と利活用ネットワーク体
制の構築
(AI and data-driven research
platform for drug development and
medicine)

京大医、理研、医薬基盤研を
中心に「AI・データ駆動型創
薬・医療研究開発拠点」を形
成し、国内外の生命科学研
究者が共同利用できる環境
整備、ネットワーク体制を構
築することで、世界をリードす
る拠点を目指す。

創薬・医療の高度化に加え、
データサイエンスやシミュ
レーションの融合により、実
験科学での未踏領域へのア
プローチが可能となり、新た
な知見の発見や知識体系の
創成さらに多階層レベルで
の生命現象の解明に資す
る。

AI・データ駆動型創薬・医療
基盤を国内外の研究者が利
活用することで、医薬品開発
の加速、新薬創出、医療の
高度化が実現されることによ
り、SDGｓが掲げる「すべての
人に健康と福祉を」提供する
ことに貢献する。

R2-R3：初期
整備
R3-R5：AI開
発
R6-R8：AI開
発、連携ネット
ワークの構築
R8-R10：AI基
盤本格運用

総額189
施設・設備費10、
サーバー費用16、
人件費3×10年、研
究開発費10×10
年、運営費0.8×10
年、データベース関
係費2×10年、連携
ネットワーク構築費
0.5×10年

京大医、理研MIH、医薬基盤
研を中心拠点とし、10ユニッ
トを設置。京大病院、
NBDC、弘前大医、東大医科
研、筑波大、米国スタン
フォード大学、LINC等と連携
ネットワークを構築。

健
康
・
生
活
科
学

薬
学
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薬
学

62 20-8 研究

多変量４次元創薬に向けたイン
キュベーション・イノベーション研究
拠点の形成
(Establishment of research center
based on incubation and innovation
towards multivariate 4-dimensional
drug discovery)

次世代シーケンサや深層学
習等の大きな技術革新に基
づく創薬パラダイムシフトを
積極的に牽引する産官学創
薬ネットワーク研究拠点の形
成を企図し、健康・長寿を地
球規模で実現する多変量4
次元創薬科学を加速させる。

新技術がもたらす多変量４
次元データにより創薬科学
は革新的な変貌を遂げる。ミ
リ秒から年に至る多時相で
の多変量４次元データのリン
クを解明し、次世代創薬科学
を創成する。

薬は「いのち」に関わるもの
であり国民の関心も高い。し
かし、医薬品輸入量は輸出
を超過している。国内研究開
発型製薬企業の生き残りに
は産学官が一体になって行
うオールジャパン創薬は一つ
の鍵となる。

R1-R5：組織
および研究設
備の整備
R6-R10：研究
者、技術のイ
ンキュベー
ションと創薬

総額60
大型設備：計測機
器20、大型計算機
５
新規教員30（教授・
准教授・助教各10
名x 10年間）
新規建物５

中核拠点となる京都大学薬
学研究科と３拠点（医薬基
盤・健康・栄養研究所、京都
大学生命科学研究科、大阪
大学薬学研究科）で実施

63 21-9 研究

アジアにおける陸域システムと土
地利用の持続可能性向上に向け
た総合的研究
(Comprehensive Research for
Sustainable Land System and Land
Use in Asia)

陸域システム科学の統合的
アプローチにより、土地利
用・土地被覆変化を通じて生
じる陸域システム変化の解
明と予測、陸域資源の持続
的利用手法の開発、社会実
装に向けた教育プログラム
開発とネットワーク構築を行
う。

データセンター・知の統合セ
ンター設立による知の集積
およびフューチャー・アース
の超学際的な取り組み等と
の連携・協働により、陸域シ
ステムの問題解決と持続可
能な地球人間圏の構築に大
きく貢献することができる。

研究者と社会の多様な主体
との協働により「社会のため
の科学」を大きく推進するこ
とができる。SDGsについては
「陸の豊かさを守る」をはじめ
「水・衛生」「都市」「気候変
動」「教育」等多くの目標へ貢
献できる。

R2－R3：体制
構築・準備期
R4－R10：セ
ンター設立、
地域重点研
究実施、教育
プログラム開
発
R11：取りまと
めと提案

総額70
データセンター・知
の統合センター建
設・運営費10、デー
タベース構築費
10、地域重点研究
費30、教育プログラ
ム開発費10、研究・
情報ネットワーク構
築・運営費10

東京大学及び北海道大学を
中核機関グループ、広島大
学、国立環境研究所、筑波
大学、大分大学、千葉大
学、関西学院大学を研究・
教育・情報拠点とするネット
ワーク型推進組織により実
施される。

64 21-9 研究 ○

人類世（人新世）のダイナミクスと
地球人間圏の未来可能性の追求
－Future Earth アジアの推進－
(Dynamics of the Anthropocene
and sustainable future of the
earth-humanosphere -A proposal
for Future Earth in Asia-)

地域からグローバルまでの
「持続可能な未来地球社会」
を構築するために必要不可
欠な1) 自然と社会の統合シ
ステム知、2)未来社会の設
計知、3)よりよい社会への変
革知を統合する研究を行う。

多様な地球環境問題の根幹
の人間―自然相互作用を、
超学際による「水・エネル
ギー・食料(WEF)ネクサス」の
分析から包括的に理解する
ことで、地球全体の持続性に
向けた社会変革までの統合
的探求が可能になる。

持続可能な地球の実現に向
け、社会との協働により分
野・世代・地域を横断し、総
合的・統合的に環境問題解
決の道筋を示すため、長期
的視野での経済発展と環境
保全の両立できる制度設計
など新たな社会変革につな
がる。

R2：４課題担
当機関の調
整・予備研究
R3-R11：デー
タ整備・社会
調査・統合モ
デル構築・持
続性シナリオ
作成

総額128
施設等基盤設備費
用11
運営費・人件費75
設備維持及消耗品
費20
国際推進経費・旅
費22

中核機関：
総合地球環境学研究所・京
都大学・国立環境研究所・
東京大学・東京工業大学・
慶応大学・JST/RISTEX

ネットワークサブ拠点：
18機関

65 23-1 施設 ○
MLF第２ターゲットステーション：中
性子・ミュオン科学の新たな展開
(MLF 2nd Target Station)

J-PARCに中性子輝度20
倍、ミュオン強度100倍の第
二ターゲットステーションを建
設し、新たなサイエンス創出
を行うとともに利用者拡大を
行う。これによりイノベーショ
ンにも貢献する。

これまで測定不可能だったタ
ンパク質の機能解析や地球
の下部マントル中の水素の
状態、ホログラフィーなど実
空間測定の展開により様々
な新たなサイエンスに貢献す
るとともに、裾野の拡大も期
待できる。

軽元素の物質中での位置や
運動状態、磁気構造などを
明らかにできる。それにより
リチウム電池や超伝導物
質、タンパク質等の機能解明
を行い、産業利用を通じてイ
ノベーションに貢献できる。

R2－R3：概念
検討・設計
R4－R5：実施
設計
R6－R8：施設
建設
R9－R11：機
器設置
H12－：試験
及びビーム供
用

総額250
陽子ビームライン・
建屋60、中性子ミュ
オン源70、中性子
ビームライン40、
ミュオンビームライ
ン40、実験ホール
40

J-PARCセンター（高エネル
ギー加速器研究機構及び日
本原子力研究開発機構）

66 23-1 施設

極限コヒーレント光科学イノベー
ション：THz波からX線までの極限コ
ヒーレント光科学と非平衡物性科
学の共同研究開発拠点
(Open facility of novel lasers with
extreme coherence from THz to
X-ray for innovative non-
equilibrium science and
technology)

THz波からX線までの６桁周
波数に及ぶ、テーブルトップ
高強度・極限コヒーレント光
を、レーザーをベースに開発
し、新しい光科学・物性・光産
業ニーズ/シーズの全国共同
研究ハブ施設として活用す
る。

開発する新光源は、超高速
固体物性計測、高分解能光
電子分光、固体～生体まで
の多様な物質の超高速構造
変化、励起状態・非平衡状
態・非線形現象のオペランド
分光など、未踏の物性物理
の開拓を可能にする。

THzからX線までのマルチパ
ルスを同時に発生して組み
合わせたオペランド分光実
験技術は、動作中の触媒・光
加工・光デバイスなど社会・
産業ニーズに対応した現象
の超高速ダイナミクス研究に
役立つ。

R2－R4：基盤
建物の整備
R5－R7：光源
と計測システ
ムの整備
R8－R11：高
度化と共同利
用拡大

総額40
レーザーハブ実験
棟新設費12、既存
除振実験棟改修費
５、装置建設・開発
費10、運営費13

実行の中心組織は東京大
学・物性研究所。主な参画
機関は、東京大学、京都大
学、大阪大学、東京工業大
学、東北大学、産業技術総
合研究所、物質・材料研究
機構、理化学研究所。
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67 23-1 施設

大強度低速陽電子ビームによる表
面・界面科学の新展開
(New development of surface and
interface sciences employing
ultra-high intensity slow-positron
beams)

電子の反粒子である陽電子
を用いた研究の高度化を推
進する。陽電子回折や固体
最表面スピン偏極率測定等
の新たな手法を取り入れて、
表面・界面科学の研究を展
開する。

大強度低速陽電子ビームと
高強度スピン偏極陽電子
ビームを用いた共同利用に
より、表面・界面の構造解析
や格子欠陥、電子状態、スピ
ン、化学反応、陽電子の素
過程、レプトン束縛系の基礎
研究が新展開を迎える。

陽電子が他の手法と比べて
はるかに高い感度をもつ表
面・界面の分析を通じて、先
端的なモノづくりやエネル
ギー利用の高効率化に貢献
する。また基礎科学の発展と
普及を通じて、国民の科学認
識の向上を促進する。

R1：基本設計
R2：詳細設
計、建屋建設
R3：加速器、
陽電子BL建
設
R4：共同利用
実験開始
R5：成果創出

総額70
線形加速器20、サ
イクロトロン８、陽
電子生成部・陽電
子BL・計測機器
15、建屋設備25、
設計調査２、運営
費10/年

実施機関：KEK、量研機構
場合によっては他の研究機
関や大学がホストになる。
実施組織：日本陽電子科学
会（同学会内の「大型低速
陽電子研究施設建設計画
推進委員会」が中心となる）

68 23-2 施設 ○

RIビームファクトリーの高度化によ
る重元素科学の躍進
(Breakthrough in Heavy Element
Science by Upgrading the RIKEN
Radioactive Isotope Beam
Factory)

大強度化により、「RIビーム
を用いた新同位元素生成」を
実現。魔法数研究とr-過程
研究の領域を大きく拡大、
「安定の島」に到達する方法
を探求する。超重元素研究
では、118番を超える元素の
発見を目指す。

中性子星合体からの重力波
とそれに伴う元素合成が観
測されたことにより、宇宙で
の元素合成は実験データに
よる定量的な議論へと進展。
本研究により元素の起源の
完全解明に向けて飛躍的に
研究を発展させる。

本計画によって118番を超え
る新元素の発見を行い国民
の付託に応えたい。更に効
用が有望視されているα崩
壊核核医薬品製造へ展開。
放射性廃棄物の減容と資源
化を目指した長寿命核分裂
片の反応研究を進める。

R2-R3：助走
期間
R4-R6：建設
期間
R7：400ｐｎAで
の運転開始
R10：2000ｐｎ
Aでの本格運
用開始

総額100
荷電変換等長リン
グ１　１台　30
荷電変換等長リン
グ２　１台　35
超伝導リングサイク
ロトロン高周波系
＋取り出し系増強：
26
RIビーム生成分離
装置遮蔽増強：9

理研は基盤整備および立案
を担う。課題は公平に審査、
世界中の研究者と協業し計
画を推進。共同提案者の阪
大、KEK、東大と責任を明確
に分掌した計画の実施・運
営を進める。

69 23-2 研究

宇宙と物質の創成を探るチリ・アタ
カマ高地からのCMB観測 - Simons
Observatoryおよび次世代望遠鏡
群
(Quest for origin of the Universe
and elementary particles through
CMB observation from Atacama
plateau in Chile: Simons
Observatory and next generation
projects)

宇宙マイクロ波背景放射
（CMB）偏光を精密観測する
望遠鏡“群”をチリ・アタカマ
高地（海抜5,200m）に建設
し、宇宙を実験場とした物理
学の研究から宇宙と物質の
創成を探る。

量子宇宙を源とする原始重
力波の検出により宇宙創成
のシナリオを明らかにし、重
力レンズ効果等の精密測定
によってニュートリノの質量
和・暗黒放射の有無の精密
検証・暗黒エネルギーにつな
がる宇宙進化の測定を行う。

宇宙と物質の創成を明らか
にすることは、人類の宇宙観
を左右する。本計画で卓越
する超微弱な信号の計測技
術で、従来技術では見えな
いものを見ることを可能にす
る。次世代の気象観測への
応用等が期待される。

H29－R3：望
遠鏡群の初
期建設
R3－R6：観測
運用
R3－R5：望遠
鏡群の増設
R6－R12：観
測運用

総額40
建設：18、観測・運
用：13（他、人件費・
評価試験・研究開
発費用・旅費）
望遠鏡群の増設と
観測運用にかかる
費用のみ

東京大学カブリIPMUと参画
機関（東京大学大学院理学
系研究科、同付属ビッグバ
ン宇宙国際研究センター、
京都大学大学院理学研究
科、東北大学大学院理学研
究科、理化学研究所）で遂
行する。

70 23-2 研究
宇宙背景ニュートリノ崩壊探索
（Search for Cosmic Background
Neutrino Decay)

宇宙背景放射と同様に宇宙
初期に生成され、宇宙空間
に一様に存在すると予言さ
れている「宇宙背景ニュート
リノ」の崩壊探索を行う。超伝
導赤外線検出器搭載ロケット
実験を行う。衛星実験用装
置の開発製作を進める。

宇宙背景ニュートリノ崩壊が
検出できれば、ニュートリノの
質量自体を決定できると同
時に、標準宇宙理論で予言
されている宇宙背景ニュート
リノの発見となる。この発見
によって宇宙起源と進化の
理解が深まる。

宇宙背景ニュートリノ崩壊が
検出できれば、人類共有の
科学の知の基盤を強化し、
あらゆる分野の科学に大き
な影響を与える。この実験の
超伝導検出器は，物質科学・
生命科学分野、量子情報通
信分野でも応用される。

H28-R2：検出
器開発
R2-R3：観測
装置製作
R3-R4：ロケッ
ト実験実施
R4-R12：衛星
実験検出器
開発

総額19.96
検出器開発製作お
よび試験装置9.9、
計算機システム
5.2、光学系システ
ム1.5、旅費・会議
費・論文1.4、人件
費1.96

筑波大学、JAXA/ISAS、
KEK、理化学研究所、東京
大学、産総研、岡山大学、
福井大学、近畿大学、関西
学院大学、静岡大学、韓国
ソウル大学、韓国基礎科学
研究院、米国フェルミ研究所
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71 23-2 施設 ○ ○

大型先端検出器による核子崩壊・
ニュートリノ振動実験
（Nucleon Decay and Neutrino
Oscillation Experiment with a
Large Advanced Detector)

スーパーカミオカンデに代わ
る超大型水チェレンコフ検出
器ハイパーカミオカンデを建
設し、J-PARC加速器ニュー
トリノと組み合わせて世界最
先端のニュートリノ研究を行
う。また最高感度での核子崩
壊探索を行う。

ニュートリノにおけるCP対称
性（粒子・反粒子対称性）の
破れを測定し、ニュートリノに
満ちた宇宙の進化論に対す
る理解を深める。さらに核子
崩壊探索と合わせ、素粒子
物理学の標準理論を超える
物理の確立を目指す。

素粒子の大統一理論や宇宙
進化の謎に迫ることにより、
人類の知的好奇心に訴える
問題に挑戦する。また我が
国が主導してきたニュートリ
ノ研究の飛躍的発展により、
国民に基礎科学の夢とロマ
ンを与えたい。

R2ーR28：ハ
イパーカミオ
カンデ建設後
運転20年間
R2-R18：J-
PARC大強度
化後運転10
年間

総額1,545（日本分
担1,391）
ハイパーカミオカン
デ：建設費673
（549）、運転経費
400／20年
J-PARC：運転経費
400／10年（他、加
速器増強費等72
（42））

東京大学宇宙線研究所と高
エネルギー加速器研究機構
素粒子原子核研究所が中
心となり推進し、国内外の大
学・研究機関の参加も予
定。

72 23-2 研究

極低放射能環境でのニュートリノ研
究
(Neutrino research at ultra-low
radioactivity environment)

カムランドを高性能化・汎用
化し、ニュートリノのマヨラナ
性検証やニュートリノ地球科
学を中心に、暗黒物質の季
節変動研究やニュートリノ天
文学などの地下極低放射能
環境での多様な宇宙素粒子
研究を推進する。

ニュートリノのマヨラナ性検証
はニュートリノ研究の最重要
課題であり、地球ニュートリノ
観測は地球科学に全く新し
い情報をもたらす学際的研
究である。その他極低放射
能科学研究は幅広い学術的
成果をもたらす。

知的好奇心をかき立てる基
本的な謎への挑戦は、理科
離れ対策の一助となる。ま
た、世界をリードする最先端
の環境は、教育・人材育成へ
の高い効果が期待できる。さ
らに、極低放射能技術は実
社会への応用も期待できる。

R2-R5：低放
射能環境構
築・機器調達
R6-R7：建設
期間
R8-R11：本格
運用

総額44(内国外７)
高エネルギー分解
能化：22
汎用化：１
極低放射能環境の
増強：９
二重ベータ崩壊核：
４
人件費：８

東北大学ニュートリノ科学研
究センター他、国内４・海外
11機関のKamLAND,
KamLAND-Zen共同研究グ
ループ

73 23-2 研究

高エネルギー重イオン衝突実験に
よるクォークグルーオンプラズマ相
の解明
(Exploring Quark Gluon Plasma
Phase by High energy Heavy ion
Experiments)

重イオン加速器を用いた国
際共同研究を推進し、極宇
宙初期や中性子星内部など
高温高密度で発現する
クォーク・グルーオン・プラズ
マ状態の物性解明に挑み、
量子色力学の相構造を明ら
かにする。

ハドロン物質やQGPの相構
造や物性に関する研究か
ら、階層を超えた普遍的な物
質構造の解明が進む。カイラ
ル相転移やクォークの非閉じ
込め・閉じ込め相転移は、宇
宙初期の物質創生の謎を明
らかにする。

超高温下で顕在するQGP
は、固体・液体・気体・プラズ
マに次ぐ新しい物質状態とし
て、私たちの物質観に重要
な知的価値を与える。実験技
術の開発は、放射線測定技
術や大規模な情報処理技術
などの発展に繋がる。

H31−R3：デー
タ収集、実験
高度化と新建
設、計算機セ
ンター設立
R3−R10：高度
化後の実験
遂行、本格運
用

総額60
運営費・人件費10、
LHC−ALICE実験装
置高度化15、
RHIC-sPHENIX実
験装置高度化５、
計算機設置(BNL)
５、計算機センター
設立と運用25

長崎総合科学大学(実施機
関)、東京大学(理学系研究
科)、広島大 学( 理学 研究
科)、筑波大 学( 数理 物質
系)、 理化学研究所(仁科加
速器センター)、奈良女子大
学

74 23-2 施設 ○
国際リニアコライダー計画
(International Linear Collider
Project)

エネルギーフロンティアの電
子・陽電子衝突型加速器。衝
突エネルギー250 GeVの電
子・陽電子リニアコライダー
をヒッグスファクトリーとして
国際的な合意と参加に基づ
き日本に建設し、国際共同
実験を行う。

ヒッグス粒子の精密測定によ
る電弱相転移の起源の解明
や暗黒物質等の新粒子発見
を通し、人類の自然観に革
命をもたらす新しい基本原理
を発見し、自然の統一的理
解と、宇宙進化の解明に向
け新たな道を切り開く。

世界に誇る知の拠点となり
若者に夢を与える。多分野に
わたる高度人材を育成、世
界の加速器科学振興と持続
的発展の力となる。イノベー
ション発生の可能性が高く、
極めて大きな波及効果をも
たらす可能性を有する。

R2頃：政府意
思決定、その
後本準備４年
＋建設９年
R15頃：稼働
開始、約10年
間の運用後、
アップグレード
を計画

建設費総額：約
7700
土木工事：約1200、
加速器本体：約
4300、労務費：約
1200、測定器２台：
約1000、年間運転
経費：約380、準備
費：約230。（日本負
担は半額程度）

現在はリニアコライダー・コ
ラボレーション、国際合意に
よるILC研究所発足までは
KEKが世界の主要加速器研
究所と設立するILC Pre-lab
が実施主体。測定器は国内
外研究所・大学。

75 23-2 施設

J-PARCにおける重イオン加速によ
る超高密度ストレンジネス核物質
の研究
(Studies of extremely dense
nuclear matter with strangeness in
heavy-ion collisions at J-PARC)

J-PARC において重イオン
ビーム加速を行い、原子核
密度の5-10倍の宇宙最高密
度物質を生成する。超高密
度物質のQCD物質の相構造
の研究、及び複数のストレン
ジクォークを含む新粒子の探
索を行う。

中性子星内部に実在する原
子核の5-10倍の宇宙最高密
度物質に匹敵する超高密度
物質を重イオン衝突によって
創成し、高密度核物質の相
構造と状態方程式を明らか
にし、様々な未知の粒子や
原子核を探索する。

中性子星内部に存在する宇
宙最高密度物質の性質や状
態を地上で調べ、明らかにす
ることは、人類の物質概念に
新たな知見を与える。本施設
は、我が国が誇る高密度物
質の国際研究拠点となり若
手研究者を育成する。

R3-R7：加速
器建設（予備
実験・準備研
究を含む）
R8-R9：加速
器調整・先駆
実験
R10－R11：本
実験

総額200
加速器施設：施設
建設・開発費150、
運転・運営経費35
実験施設：施設整
備・準備研究費10、
運転・運営経費５

筑波大と原子力機構先端研
を中心とする核物理コミュニ
ティがJ-PARCに実施機関を
要望する。J-PARCが施設を
建設し、国内外の大学・研究
機関が連携した実施体制に
て研究を実施する。
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76 23-2 研究

電子・イオン衝突型加速器（EIC）計
画
(Electron-Ion Collider (EIC)
project)

EIC計画は世界初の偏極電
子＋陽子及び原子核衝突型
加速器を建設するアメリカの
次期計画である。日本グ
ループは第一期検出器の前
方・後方検出器の設計・開
発・建設を行い、特に前方・
最前方物理の探索を行う。

陽子の内部構造を三次元的
に測定し、グルーオンの分布
および役割を解明することに
より、クォークの閉じ込めや
質量の起源の研究を行う。ま
た、原子核内部でのグルー
オン飽和の証拠を得る。

陽子の内部構造の新たな統
合的理解、原子核内部での
グルーオン飽和の発見や最
前方事象の理解からは高エ
ネルギー素粒子実験や宇宙
線・ニュートリノ観測などの研
究分野に対する大きな波及
効果が得られる。

R1-R4：実験
設備の開発
R5-R8：実験
設備の製作・
設置
R9以降：実験
の実施と実験
データの解析

総額25.1
前方・最前方検出
器の設計・開発・建
設・設置14.3、人件
費6.6、ポスドク雇
用・旅費4.2

山形大と理化学研究所が実
施の中心となり、前方・最前
方検出器の設計・開発・建
設を行う。他に東工大、日本
大、神戸大が実験、KEK、杏
林大、BNL、新潟大が理論
で参画する。

77 23-3 施設

IceCube-Gen2 国際ニュートリノ天
文台
(IceCube-Gen2 Internatioal
Neutrino Observatory)

南極点直下の深氷河に、
IceCube実験の約10倍の大
きさを持つニュートリノ検出
網を構築する。高エネルギー
ニュートリノをメッセンジャー
とした天文学および素粒子
物理学研究を推進する。

ニュートリノを軸にしたマルチ
メッセンジャー天文学観測に
より高エネルギー極限宇宙
の物理現象を解明しニュート
リノ宇宙の探査を行う。TeV
を超えるエネルギー領域に
おける非加速器素粒子物理
研究を開拓する。

南極氷河という厳しい環境下
で使われる検出器の要求仕
様は高く、多くの応用技術の
シーズとなる。ニュートリノに
よる宇宙研究の最新成果を
解説する一般講演会には常
に多数の参加者があり、社
会の関心は高い。

H30-R4：
Phase 1 建設
R4-R12：
Gen2 検出器
製作・建設
R12- ：フル稼
働

総額 30
検出器製作：24
輸送費：１
電力ケーブル：１
データ処理システ
ム：１
観測データ管理人
員：１
データセンター運営
費：２

IceCube-Gen2 collaboration
は、日本、アメリカ、ドイツ等
12か国から約50の研究機関
が参加する。日本では千葉
大学ハドロン宇宙国際研究
センターが運営する。

78 23-3 施設 ○
1平方キロメートル電波望遠鏡（第1
期）
(Square Kilometre Array (Phase 1))

アルマでは見えない長波長
(m波・cm波) の電波を観測で
きる世界最大の電波干渉計
を建設する国際計画の第1
期。従来より1桁以上性能向
上された観測により宇宙の
基本問題の解明を含めたさ
まざまな研究に挑む。

宇宙初代天体や銀河進化の
調査、宇宙背景重力波と相
対性理論の究明、宇宙非ガ
ウス性の検証、宇宙磁場の
進化史の確立、有機分子の
探査などを実施。世界の大
型望遠鏡網の中で最低周波
数の電磁波の観測を唯一担
う。

電波通信技術、ビックデータ
情報技術、高耐久性・省エネ
技術などで高い社会波及効
果があり、13ヶ国に広がる国
際交流をはじめアフリカ発展
途上国の開発へも貢献し、
持続可能な開発目標SDGs
の5項目に該当する。

R2-R10：建設
期間
R6-R10：部分
運用
R11- ：本格運
用
その後第２期
へと続き30年
以上運用され
る予定

総額1070
先行機MeerKATに
240、新設する設備
に830。運用費は年
間100。日本はデー
タセンターの建設も
含めた建設費40
と、30年間の運用
費120を想定。

政府間機構SKA天文台が実
施する。準備機関のSKA機
構に13カ国が参加中。日本
やドイツ等は条約には参加
しない連携国を想定。国内
では国立天文台が主導し大
学も参画する体制を準備
中。

79 23-3 研究 ○

大型国際 X 線天文台 Athena
(Advanced Telescope for High
ENergy Astrophysics) への日本の
参加
(Japan's participation to the large
international X-ray observatory
"Athena")

大型高解像度X線望遠鏡、
高精度X線マイクロカロリメー
ター（X-IFU）、広視野X線撮
像分光器 （WFI）を搭載し、大
規模構造と巨大ブラックホー
ルの形成過程解明を目指
す、国際大型衛星計画。

大規模構造と巨大ブラック
ホールはどのように出来た
のか、これらの成長はお互い
にどう影響しあうのか、という
現代宇宙物理学の主要な二
大テーマに、高感度・高精
度・広視野のX線観測を通し
て真正面から答える。

Athenaは「宇宙・物質・空間
は何故できたのか」という人
類の知的興味に深く関わる。
また、Athenaに向けた技術
開発、例えば宇宙用冷凍機
開発は、日本のオリジナリ
ティ・強みを発揮できる分野
である。

R1-R3：基本
設計
R3：ミッション
採択
R3-R11：実機
製作試験期
間
R12-R15：打
ち上げ、運用

総額50
X-IFU用冷凍機開
発50、（他科学運用
費など要）

実施機関：宇宙科学研究所
実施体制：宇宙科学研究所
Athenaワーキンググループ
（主査松本浩典（大阪大））

80 23-3 施設
大型サブミリ波望遠鏡
(Large Submillimeter Telescope)

電離酸素輝線やガンマ線
バーストからの逆行衝撃波を
手がかりとして宇宙最初期の
星生成銀河候補を探索・発
見するため、ミリ波サブミリ波
帯で広い視野・広い波長域を
一挙に観測可能な大口径単
一鏡を建設する。

数平方度以上の天域を分光
探索しアルマと相補的な観
測で誕生直後の銀河の統計
量を初めて解明する。星間
磁場の大局構造、高速電波
バーストや重力波源の即時
追求観測、太陽系惑星の気
候環境変動等の発展に寄与
する。

本計画の広大な宇宙探索に
よる新たな知見、特に、固体
微粒子がいつ誕生したかを
知ることは地球や惑星の起
源という根源的問いへの重
要な貢献であり、我が国にお
ける科学や技術への関心を
高めることに資する。

R4－R6：望遠
鏡詳細設計、
第1期焦点面
装置開発、地
盤調査および
国際分担案
策定
R7－R13：建
設
R14－R23：運
用

総額450程度
日本分担分総額：
90規模
内訳：建設および
焦点面装置開発経
費60、運用経費３
x10年

国内：自然科学研究機構国
立天文台、東京大学、名古
屋大学、ほか諸大学で検討
中
国外：欧州南天天文台をは
じめとする欧州各国で検討
中
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81 23-3 研究

ガンマ線バーストを用いた初期宇
宙・極限時空探査計画 HiZ-
GUNDAM
(High-z Gamma-Ray Bursts for
Unraveling the Dark Ages Mission
(HiZ-GUNDAM))

宇宙最大の爆発「ガンマ線
バースト」を用いた初期宇宙
の探査と、重力波を伴う突発
天体を用いたブラックホール
誕生直後の極限時空環境の
探査により、時間領域天文
学を強力に推進する計画で
ある。

初期宇宙における星形成・
宇宙再電離・重元素合成な
どの歴史的な変遷や、重力
波源におけるエネルギーの
変遷や希土類元素の生成現
場を観測することで、「宇宙
の物質と空間の起源」につい
て理解する。

遠方宇宙の探査は人類の根
源的な欲求であり、ブラック
ホールの観測は我々の存在
する時空を深く理解すること
につながる。「何故、我々の
宇宙はこのような姿なの
か？」という問いに、科学的
に答えを見出す。

H30：ミッション
提案
R2-R6：開発
期間
R7：衛星打ち
上げ
R7-R11：ノミ
ナル運用・観
測
R11以降：後
期運用

総額140.3
イプシロンロケット
打ち上げ：56、衛星
バス開発：38.9、ミッ
ション機器開発：
41.9、運用関連：3.5

金沢大（責任機関）、理研、
広島大、京都大、青学大、
東工大、JAXA、宇宙研、関
学大、東京都市大、国立天
文台、台湾中央大、大阪
大、山形大、埼玉大、名古
屋大、東北大、東京大、宇
宙線研等

82 23-3 施設 ○

近赤外広視野サーベイ宇宙望遠
鏡WFIRSTへの日本の参加
(Japanese participation to the
Wide Field Infrared Survey
Telescope WFIRST)

NASAのWFIRST近赤外広視
野サーベイ衛星に日本の貢
献計画をもって参画し、1)暗
黒エネルギー/修正重力の
検証、2)系外惑星の分布解
明、3)コロナグラフの技術実
証、4)近赤外広視野サーベ
イ、を行う。

宇宙の加速膨張は、全く新し
い物理を示唆し、その解明は
最重要課題である。系外惑
星の分布解明は、その起源
と進化の理解に特に重要
で、コロナグラフ技術実証
は、将来の宇宙生命探査へ
のノウハウ蓄積に必須であ
る。

宇宙加速膨張の発見はノー
ベル賞を受賞し、その解明は
宇宙の根源や未来を予想す
るもので国民の関心は高い。
系外惑星は、人類の世界観
に大きな変革を迫るもので、
テレビや新聞などでも多く報
道され、知的価値は高い。

R1：地上望遠
鏡製作、偏光
機・マスク試
作
R2-6：地上望
遠鏡事前観
測、地上局整
備、偏光機・
マスク製作
R7-12:運用

総額約32.8
すばる望遠鏡：100
夜相当（運用費相
当）、1.8m赤外線望
遠鏡：5.5(獲得済
み)、地上局：13（運
用費含む）、コロナ
グラフ装置製作：
4.3

JAXA、国立天文台、大阪
大、東京大、アストロバイオ
ロジーセンター、北海道大、
東京大カブリIPMU、名古屋
大、愛媛大、東北大、京都
大、室蘭工業大、早稲田
大、37名。

83 23-3 施設

広帯域Ｘ線高感度撮像分光衛星
FORCE
(A broadband X-ray imaging
spectroscopy with high-angular
resolution: the FORCE mission)

ミッシングブラックホール(BH)
の探査を通じて、天体形成史
の解明を目的とした小型衛
星計画。BHからのＸ線を高
感度で捉えるため、1-80 keV
の広帯域を10秒角にせまる
角度分解能で撮像分光す
る。

現在の宇宙を構成する天体
の形成史を解明することは、
宇宙物理学の最重要課題の
一つである。ミッシングブラッ
クホールの存在を捉え、その
形成過程・進化を明らかにす
ることで、その答えを得ること
ができる。

FORCE衛星は世界に開かれ
た国際宇宙天文台として運
用するため、日本の国際貢
献に資するものである。さら
に、広帯域Ｘ線カメラ技術
は、医療や工業への応用も
進んでおり、相乗効果による
両者の発展が期待できる。

R1-R2：衛星
提案・審査
R3-R6：衛星
開発・観測機
器製作
R7-R8：衛星
製作・試験
R9：打上げ・
運用開始

総額135
打上げ費用50、衛
星バス開発・試験
55、Ｘ線検出器15、
運用含む諸経費
15(海外機関負担
分は含まず)

広帯域Ｘ線高感度撮像分光
衛星 FORCE ワーキンググ
ループ(宮崎大学、京都大
学、名古屋大学等の大学機
関と ISAS と NASA/GSFC
の日米の宇宙機関から構
成)

84 23-3 施設

小型JASMINE（赤外線位置天文観
測衛星）
(Small-JASMINE(Japan
Astrometry Satellite Mission for
INfrared Exploration))

JAXA宇宙科学研究所の公
募型小型での実現を目指す
位置天文観測衛星であり、
主鏡口径が30cm級の望遠
鏡により近赤外線帯域で、天
の川銀河の中心核バルジ領
域の星の位置天文情報を世
界で初めて高精度に求め
る。

本計画が提供する年周視差
と固有運動等の今までにな
い高精度な情報は、中心核
バルジの構造と起源、巨大
ブラックホールの進化の解明
や低温星周りの地球型惑星
の探査等に対して重要な情
報をもたらす科学的意義が
ある。

可視光では観測が困難な中
心核バルジの星の高精度な
運動情報は世界初であり、
人類の知的財産としての価
値が高い。本計画の非常に
安定な望遠鏡構造や素材の
技術は、今後の衛星等にも
活かされ、経済的効果も高
い。

R1-R6：衛星
開発
R6-R9：衛星
運用
R6-R10：デー
タ解析、カタロ
グ作成。カタ
ログ公開

総額約150
開発と打上げ：133
程度（推定）、運用：
17程度（程度）、有
期雇用職員経費：
2.5程度（見込）

中心機関は、JAXA宇宙科
学研究所と国立天文台。協
力機関は、京都大学、
University College London、
ESA、ハイデルベルグ大学、
米国海軍天文台等
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85 23-3 施設 ○
30ｍ光学赤外線望遠鏡計画TMT
(Thirty Meter Telescope (TMT))

日本・米国・カナダ・インド・中
国の５ヶ国共同でハワイ島マ
ウナケア山頂に口径30ｍ超
大型望遠鏡TMTを建設し、
かつてない集光と解像力に
より系外惑星における生命
の存在や宇宙で最初の天体
形成の解明に迫る。

地球型系外惑星の直接撮像
や惑星大気の分光による生
命の兆候の探査、宇宙で最
初の星の検出と始原的天体
形成過程の解明、直接測定
による宇宙加速膨張の検証
に挑み、天文学と関連学術
分野で格段の進展を図る。

天文学から物理学・宇宙生
物学へと波及する人類共通
の知的基盤を拡充し、科学
への理解を促進する。質の
高い教育やパートナーシップ
等SDGsの達成を国際協力で
実現し、技術開発を通して日
本の産業力強化に資する。

H30：現地建
設準備作業
R１－R11：現
地建設期間
R９－R11：初
期科学運用
R12－R13：国
際共同利用に
よる科学運用
を実施する。

日本の負担額 総
額458
(望遠鏡本体構造
約229、主鏡材製作
約27、主鏡研磨
約43、観測装置 約
９、TMT国際天文
台分担金　約73+追
加分担金 約37、国
内経費 約40）

自然科学研究機構、カリフォ
ルニア大・カリフォルニア工
科大、カナダ国立研究機
関、インド科学技術庁、中国
国家天文台が設立したTMT
国際天文台が統括し、国立
天文台が日本の分担を実施
する。

86 23-3 施設
次世代大型センチ波干渉計ngVLA
(Next Generation Very Large
Array)

地球型惑星の誕生現場や生
命誕生の礎となる有機分子
の放射を長ミリ波からセンチ
波で捉えるため、口径18mア
ンテナ214台を結合して既存
装置の10倍高い集光力と解
像度を実現する米国国立電
波天文台主導の計画。

原始惑星系円盤における地
球軌道の岩石惑星の探索や
その形成過程解明、そこで
の大型有機分子進化など、
短い波長帯では困難な課題
の解決が期待される。超遠
方銀河など幅広い階層の天
体形成過程解明も期待され
ている。

宇宙の歴史においてどのよう
に地球が誕生し、そこに豊か
な生命世界が誕生し得たの
か。地球軌道惑星の観測研
究やそこでの化学進化研究
は、国民の強い興味を引く課
題であると共に、物質科学分
野へも新機軸を与える。

R2：米国審査
R3-R6：装置
設計
R7-R15：建設
期間
R10-R15：部
分運用
R16-
R36/R46：本
格運用

総額3000
内訳（建設1500、運
用経費75 x 20年）
日本分担分は300-
600を想定。内訳
（装置建設150-
300、運用経費7.5-
15 x 20年間）

国内：自然科学研究機構国
立天文台(中心実施機関)、
理化学研究所、茨城大学、
大阪府立大学、東京大学ほ
か国内大学が参加予定
国外：米国国立電波天文台
ほかカナダ・メキシコの機関
が参加予定

87 23-3 施設 ○ ○

次世代赤外線天文衛星 (SPICA)
計画
(The next-generation infrared
astronomy mission SPICA)

最高感度の宇宙赤外線天文
台を日欧共同で実現するプ
ロジェクト。日本では宇宙科
学の戦略的中型、欧州では
Cosmic Vision M5として検討
進行中。口径2.5mの冷却望
遠鏡衛星をH3ロケットで打
上。

SPICAは、遠・中間赤外線観
測により、ガスや固体微粒子
など通常物質の状態を詳細
に測定し、宇宙誕生後に物
質や天体が生成され、銀河、
恒星、惑星、生命までに至る
過程の最重要部分の解明に
大きく貢献する。

宇宙の諸現象に関する最先
端の研究成果を、酸素、炭
素、有機物、水などの身近な
言葉で発信する。また太陽
系直接探査との相乗作用
で、広く社会一般に宇宙や科
学への関心を育み、文化的
豊かさの醸成に大きく貢献す
る。

H30－R3：検
討
R3－R6：設計
R6－R11：製
作・打上
R11－R14：観
測運用
R14－R16：延
長観測運用

総額1250
JAXA負担分総額：
300
内訳（観測装置部
全体＋冷凍機シス
テム：150、中間赤
外線観測装置：30、
打上げ・運用経費：
100、その他：20）

JAXA（宇宙科学戦略的中型
ミッション）
中間赤外線装置（名古屋
大、他）
ESA（Cosmic Vision M-
Class）
遠赤外線装置（SRON（蘭）、
CEA（仏）、他）

88 23-3 施設 ○

「スーパーカミオカンデ」による
ニュートリノ研究の新展開
(New developments in neutrino
physics at Super-Kamiokande)

スーパーカミオカンデにGdを
導入し、中性子を同時計測
することにより、反電子
ニュートリノ観測感度を格段
に向上させる。それにより超
新星背景ニュートリノの観
測、銀河超新星の方向決定
精度向上を目指す。

超新星背景ニュートリノの観
測により超新星爆発の頻度
及び平均ニュートリノエネル
ギーに関する知見が得られ
る。天の川銀河での超新星
爆発に対して方向を精度よく
決定し、光学観測に連携させ
ることができる。

神岡でのニュートリノ研究は
素粒子分野に新たな知見を
もたらしている。本計画が開
拓するニュートリノ天文学は
宇宙分野に新たな知見をも
たらす。こうした活気ある
ニュートリノ研究の成果を国
民に発信していく。

H3-H7：装置
建設
H8-R1：純水
で運用
R1～：0.01%濃
度でGd導入、
運用
R3頃-R9:Gd
を増加し、運
用

総額35
（R5からHKが安定
運転に入る予定の
R9までの5年間を
想定）,
現行計画のR3-R4
に14
(年あたり、運転経
費1.85、実験経費
3.00、人件費0.99、
その他1.2)

東京大学宇宙線研究所を実
施の中心機関とし、国内か
ら16の大学・研究機関、国
外９カ国から28の大学・研究
機関が参加(R1現在)
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89 23-3 施設

太陽観測衛星Solar-C; 紫外線極
紫外線高感度分光望遠鏡（Solar-
C_EUVST）
(Solar-C EUV High Throughput
Spectroscopic Telescope (Solar-
C_EUVST))

宇宙での高温プラズマ形成、
太陽の地球惑星への影響の
探求のため、紫外線高感度
分光望遠鏡を搭載したJAXA
公募型小型衛星で太陽表面
からコロナのエネルギー輸送
の理解、普遍的な宇宙プラ
ズマ基礎物理過程を検証

太陽プラズマを通じて宇宙で
起きる物理現象の理解に
とって重要な基礎物理過程
の知見を得る。地球環境・社
会インフラに直接影響を与え
る太陽からの大規模噴出や
太陽風の起源と動力学に関
する知見を大きく発展させる

太陽の活動が実社会に与え
る影響は大きい。本計画は
単に知的な好奇心に基づく
価値に留まらず、高度化した
社会的基盤の安全性確保に
とって必要な学術的知見を
得る。高精度観測技術は衛
星の高度化にも貢献する

R1-R2：計画
定義・決定期
間
R3-R7：衛星
開発期間
R7-R7：射場
試験・打ち上
げ
R7-R9：ノミナ
ル観測運用

総額162
建設費149 (衛星シ
ステム開発43、
EUVST望遠鏡開発
35、システム総合
試験・射場試験・初
期運用11、ロケット
調達60)、予備費
８、運営費(ノミナル
観測運用)５

JAXA(宇宙科学研究所)が
本計画を実施、国立天文台
がEUVST望遠鏡部開発を主
導、名古屋大学が科学セン
タ運営する。EUVST分光器
一部は米国・欧州各国が国
際協力のもとで開発する

90 23-3 施設

東京大学アタカマ天文台（TAO）計
画
(The Univeresity of Tokyo
Atacama Observatory (TAO)
Project)

天文台として世界最高標高
（5,640 m） のサイトに口径
6.5 m の大型光学赤外線望
遠鏡を建設、広く開いた大気
の窓を活用して、銀河形成や
宇宙論、惑星形成などの天
文学の重要課題に迫る。

地上大型赤外線望遠鏡とし
て唯一30ミクロン帯や水素
パッシェンα線など、新しい
大気の窓を通した観測がで
きる。赤外線サーベイ能力も
第一級で超大型地上望遠鏡
や衛星望遠鏡などへ重要な
観測提案を行うことが可能。

世界最高標高にあって他で
できない観測が可能で、知的
価値は極めて高い。新しく開
く窓の波長域を活かした最先
端の観測装置の継続的開発
は新たな産業の起点となる
技術を生みだし、人材育成に
も貢献する。

H24－R2：建
設期間
R2－R3：試験
運用
R3－R12：科
学運用

総額140
望遠鏡56、ドーム・
山頂/山麓施設42、
第一期観測装置
９、運営費 (電力・
道路整備・人件費
等)34

東京大学を中心に、国立天
文台やJAXA、日本の諸大
学、チリを含む外国の研究
機関と連携をしながら実施し
てきている。中心となるのは
東京大学大学院理学系研
究科附属天文学教育研究セ
ンター。

91 23-3 施設
PhoENiX (Physics of Energetic and
Non-thermal Plasmas in the X-
region)

本計画は、磁気リコネクショ
ンに伴う粒子加速の理解を
科学目的とした衛星計画で、
磁気リコネクションが引き起
こす太陽フレアを観測対象と
し、粒子加速場所の特定、加
速の時間発展の調査、加速
の特徴の把握を目指す。

高エネルギー粒子（加速され
た粒子）は宇宙の至る場所
で発見されているが、「加速
粒子の起源は何か？」という
問題は宇宙科学における未
解決の難問である。本計画
では、太陽フレアを対象に粒
子加速の理解を目指す。

太陽フレアにおける粒子加
速過程の理解は、フレアによ
る宇宙天気変動の理解や社
会環境への影響の把握を通
じて社会へ貢献し得る。また
本計画は、最先端技術を活
用しており、工学・産業分野
への波及効果も期待できる。

R1頃：ミッショ
ン提案
R2頃－R7頃：
装置デザイ
ン、製作、試
験
R7頃－R9頃：
打上げ、本格
運用
R10頃－：延
長運用

総額：151（概算；日
本負担分）、166（概
算；海外負担分も
含めた総経費）
ミッション検討：１
（概算）、ミッション
コンセプト提案～運
用：150（概算；日本
負担分）

本計画の実施体制は、宇宙
航空研究開発機構・宇宙科
学研究所（以下、
ISAS/JAXA）の公募型小型
計画の枠組みの中で構築す
る。従って、実施機関として
は、ISAS/JAXAを想定して
いる。

92 24-1 研究

衛星を用いた全球地球観測システ
ムの構築
(Development of the global earth
observation system using
satellites)

日本学術会議の提言「我が
国の地球衛星観測のあり方
について」を受けて、科学的・
実利用的に重要な観測を持
続し、コミュニティの知力を結
集して課題への挑戦を行う
ミッションを実施する。

生態系サービス、温室化効
果ガス、大気・海洋把握、水
循環、放射収支、炭素循環、
森林バイオマス、エアロゾ
ル、短寿命気候汚染物質を
計測し、気象モデル同化する
ことで、変化する地球の姿を
捉える。

SDGsの開発目標17項目のう
ち14項目、169の個別ター
ゲットのうち47項目に対し貢
献可能である。天気予報向
上、漁業者利用、食料安全
保障、温室効果ガス吸収排
出量推定、越境大気汚染対
策に利用される。

R1－R8：継続
ミッション
R2－R7：先行
５ミッションの
開発
R8－R12：本
格観測

総額1500
AMSR3：～300
MOLI：50
SLCP観測：10
CPR/DPR後継：～
300

 SGLI後継：～300
新規ミッション：～
400

JAXA、環境省、気象庁、
NICTによる開発・運用。
国交省、気象庁、海上保安
庁、JAMSTEC、森林総研、
JICA等での利用。

93 24-1 研究

極域科学の新展開：氷床変動に起
因する海水準上昇予測のための
拠点観測
(A new aspect of the polar
science: integrated observations of
the ice sheet mass loss for precise
prediction of the global sea level
rise)

南極大陸および北極グリー
ンランドの氷床に無人・遠隔
技術を活用した極域研究拠
点を形成し、衛星データやモ
デルシミュレーション等を組
み入れ、両極の氷床融解に
起因する海水準上昇予測の
高精度予測を実現する。

温暖化による両極氷床の急
激な融解及びそれに伴う海
水準の上昇が、今世紀中に
現実となる可能性がある。そ
のプロセスを、移動拠点と各
種手法を総動員して解明し、
高精度な予測を可能にする。

巨大な両極氷床の変動に起
因する海水準上昇の予測
は、国民の生存戦略にとって
不可欠な基本情報であり、社
会・経済の国際動向や、人類
社会の今後の適応方策に関
連し、人類の持続的な発展
に大きく貢献する。

R2-R3：設計
開発、予備観
測及び国内基
盤拠点整備
R4-R10：本観
測、本格運用
R11：成果とり
まとめ

総額180
内陸移動観測拠点
50、沿岸域移動観
測拠点40、陸域無
人観測装置17、海
域無人観測装置
16、物資および人
員輸送経費27、国
内基盤拠点30

国立極地研究所、
JAMSTEC、北海道大学、東
京大学、東京海洋大学
国立極地研究所を中心に、
JAMSTEC、北海道大学、東
京大学、東京海洋大学を軸
とした全日本的体制で推進
する。
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94 24-1 施設

地球惑星研究資料のアーカイブ化
とキュレーションシステムの構築
(Archive and curating system for
astrogeoscience material)

地球惑星研究資料のデジタ
ル化、オープンアクセス化、
アーカイブ化とそれらを網羅
する統合データベースの構
築を行い、それらの保管・提
供を統括する『地球惑星研
究資料アーカイブセンター』
の新設を提案する。

短期的には日本の地球科学
において国際競争力のある
岩石・化石試料を基盤とした
研究分野を支え、長期的に
は未来の研究者との共同研
究として研究技術が高度に
発達した30年後を見据えた
科学の発展に寄与する。

古地形、地盤データ、資源資
料及び研究資料の博物館、
初等教育機関、国際機関及
びマスメディアへの貸出の一
括管理は日本の産業、国土
開発、資源探査、領土確保、
生涯学習及び初等教育にも
貢献することが期待される。

R2－R3：施設
建設・統合
データベース
構築
R2－：資料の
デジタル・
オープンアク
セス・アーカイ
ブ化
R6－：本格運
用

総額190
建設100、設備投資
32、データベースシ
ステム構築２、基礎
データ整理・取得
42、資料のデジタ
ル化・アーカイブ化
と全体統括９、資料
提供・普及５。

主たる実施機関は産業技術
総合研究所地質調査総合セ
ンターに設置し、近隣の国立
科学博物館などと協力して
運営。資料のアーカイブ化
は資料を有する国内の研究
機関と協力して行う。

95 24-2 研究 ○

革新的“質量分析技術”開発で拓く
宇宙・地球・生命科学
(New frontier of Earth, Space and
Life Sciences pioneered by the
innovative developments of new-
generation mass spectrometry)

大阪大学理学研究科が「核」
となり、日本地球化学会や日
本質量分析学会との連携の
もと、世界に類を見ない”サ
イエンス指向型”の質量分析
装置をデザインし、宇宙・地
球・生命科学の最先端を切り
拓く。

[1]高感度・高空間分解能磁
場型で拓く銀河化学進化の
解読、[2]小型MULTUM拓く
オンサイト・リアルタイム地球
惑星科学、の２つの新学問
領域を創生する。さらに得ら
れた技術を生命科学分野へ
と応用する。

革新的な技術開発に基づく
宇宙・地球・生命の歴史の詳
細な解読は、基礎理学を発
展させる。また装置の小型化
の追求は廉価・普及化につ
ながり、高品位の安全安心
データを国民が広く享受でき
る社会基盤が実現する。

R2－R7：装置
開発期間
R7－R10：部
分運用
R10－R12：本
格運用

総額74
大型磁場型：装置
開発
30(=10+10+10)、設
備投資５
小型飛行時間型：
装置開発
32(5+4+3+2×10)、
装置附帯設備２
人件費５

阪大理が「核」となり地球化
学会や質量分析学会との連
携。
大型磁場型は阪大理、東大
地殻化学実験施設、海洋研
究開発機構・高知コア研究
所。小型飛行時間型は全国
10研究機関

96 24-2 研究

戦略的火星探査：周回・探査技術
実証機による火星宇宙天気・気候・
水環境探査(MACO)計画
(Strategic Mars exploration: MACO
(Mars Aqueous-environment and
space Climate Orbiter) Project)

本計画は、ハビタブル（生命
生存可能）惑星の理解に向
けて、周回・探査技術実証機
により火星における宇宙天
気・気候・水環境を探るととも
に、我が国の戦略的火星探
査の中で火星総合探査に向
けた技術実証を行う。

進化の過程でハビタブル環
境を失った火星で、ハビタブ
ル環境の持続条件を調べる
ことで、生命生存可能惑星成
立の条件を理解するための
知識基盤を獲得。放射線・水
環境等、将来の有人探査に
不可欠な知見を提供。

我が国独自の火星探査の実
施、ハビタブル環境の理解の
促進を通じ、教育や科学啓
蒙に有用な題材を提供可
能。科学、工学、数学等の幅
広い分野での人材育成が見
込まれる。人類の活動領域
の火星への拡大に貢献す
る。

R2-3：各種定
義審査
R5-6：詳細設
計審査,製造,
試験
R7-8：試験,作
業,打上げ
R9-11:火星到
着,科学観測

総額360
衛星システムの設
計・製造・試験:約
190、ミッション機器
の設計・製造・試
験:約45億円、地上
系・システム機器:
約20、打上げ費用:
約105

実施主体はJAXA宇宙科学
研究所で大学共同利用シス
テムを活用して学術研究を
実施予定。宇宙空間物理
学、惑星科学、宇宙工学等
の広い分野から国内外34機
関、約90名の研究者が参
画。

97 24-2 研究

惑星探査コンソーシアムプロジェク
ト：太陽系における生命生存環境
の探求
(Consortium Project for Planetary
Exploration: Quest for
Continuously Habitable Solar-
system Environments)

多拠点ネットワーク型の「惑
星探査コンソーシアム」によ
り、太陽系探査経験の蓄積
継承を行い、探査の科学計
画を主導し、必要となる研究
開発と人材育成、国際協力
活動等を進め、生命生存環
境の実証的探求を実現す
る。

研究開発と人材育成が担保
され、国際協力をも含め複数
の探査計画を持続的戦略的
に立案設計展開させていくこ
とが可能となり、生命生存環
境の形成と持続性の探究に
我が国が責任をもって参画
できるようになる。

生命生存環境の探究は、
人々が抱くであろう根源的な
問に答える行いであると同時
に、人類活動の許容限界を
知る現実的な行いでもある。
必要となる技術開発とこれを
担う人材育成は産業のイノ
ベーションに直結する。

R2：形成期間
（設備導入・
人材配置）
R2-R6：部分
運用（人材育
成・研究開発
提供・探査検
討着手）
R7-R10：本格
運用

総額267.3億円（期
間10年）
（１）人材育成（設
備・事業10億＋人
件75億）
（２）研究開発（設
備・事業81億＋人
件86.3億）
（３）探査計画立案
（設備・事業3億＋
人件2億）

全国の大学等に展開する多
拠点分散ネットワークとして
構築、「人材育成」統括は神
戸大、「研究開発」統括は東
大、探査計画立案と全体統
括は国立天文台RISE、とい
う体制を想定。
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98 24-3 研究 ○

広域観測・微視的実験の拠点連携
による沈み込み帯プレート地震メカ
ニズム研究の新展開
(New perspectives of subduction
zone dynamics -Giant leap to 4D
imaging-)

沈み込むプレートの地震観
測網、大深度掘削、量子ビー
ム実験の拠点連携により、
μm～100㎞スケール横断的
に地震過程を再現、その動
的描像に挑戦する。世界に
先駆けた地震予測科学研究
から国土強靭化に貢献す
る。

沈み込み帯の地震過程再現
に基づく動的描像により、プ
レート境界地震の根本的理
解が進む。その結果を同時
に構築するレオロジー断面と
共にプレート運動モデルに組
みこみ、固体地球の進化過
程解明に貢献する。

世界に先駆けた地震発生等
の予測研究は、南海・東南海
地震や首都圏直下地震の切
迫性に鑑み、その防災対策
への寄与等、社会的な重要
性・緊急性が極めて高い。持
続可能な社会基盤の構築と
国土強靱化に貢献する。

R1-R2：観測
網設計、拠点
構築、予測手
法開発
R3-R7：同敷
設、実験・掘
削、予測試行
R8-R10：同試
験運用

総額661
設備481：海陸観測
網271、孔内観測
110、拠点整備100
調査160：構造探査
5、ボーリング５、超
深度掘削150
運営20：観測網10、
拠点10

東大地震研（ERI）/地震・火
山噴火予知協（ネットワーク
観測）、海洋機構/J-DESC
（超深度掘削）、愛媛大学地
球深部ダイナミクス研究セン
ター（GRC）（量子ビーム実
験）

99 25-1 研究 ○

革新的アルゴリズムと最適化の基
盤と社会実装体制の構築
(Innovative Algorithms, Foundation
of Optimization, and its social
implementation)

本研究計画は、従来手法で
は解決不可能な大規模問題
を、数理解析に基づく革新的
なアルゴリズムによる研究開
発とその社会実装によって
解決を目指す。

現代の人間社会を動かして
いるアルゴリズム、すなわち
論理的手続き処理における
近年の急速な発展を、広く自
由に利用できる学術体系とし
て公開し、科学の各分野に
影響を持つ学術コアとして発
展させることにある。

アルゴリズムによる変革はす
べての社会生活に波及する
基盤事項である。ビッグデー
タ処理においては、計算量が
線形よりも低いアルゴリズム
が要求され、アルゴリズムの
設計指針の革新が必須であ
る。

R1-R5：基礎
研究とフィー
ジビリティスタ
ディ
R6-R10：基礎
研究から応用
研究へと発展

総額47
初期投資７（拠点整
備費他）、運営費
年間４×10（施設
賃借料、設備運営
費、人件費など）

データセンターでもある国立
情報学研究所を中核的な共
同研究拠点とし、東工大、京
都大学、東京大学をサテラ
イトとする。

100 25-2 研究

Society 5.0を支えるソフトウェア開
発運用の革新的基盤技術
(Fundamental and Innovative
Technologies of Augmented
Software DevOps towards Society
5.0)

AIを核とする最新IT技術を積
極的に活用することで、ソフト
ウェア資産・開発運用知識の
社会全体での永続的循環を
実現する基盤技術を確立し、
その実践環境「ソフトウェア
ゼロエミッションクラウド」を整
備する。

「人的資源」、「再利用」、「品
質保証」という３つの点にお
いて、ソフトウェア開発運用
の概念を押し広げ新たな技
術体系を構築する。また、IT
化が進みつつある他の学術
分野への波及効果も期待さ
れる。

ソフトウェア開発運用に高い
経済性と持続可能性が実現
され、創造的アイデアの試行
も容易になる。ソフトウェアの
品質向上と相まってSDGs達
成に資するソフトウェアイノ
ベーションが生み出されるこ
とになる。

R2－R4：基盤
技術開発
R5－R7：プロ
トタイプ実装、
小規模評価
R8－R10：クラ
ウド大規模評
価、社会実装

総額20.76
実装・評価設備費
1.2
ソフトウェア開発費
6.3
研究員人経費9.72
成果発表費他3.54

中核的研究拠点：奈良先端
科学技術大学院大学
参画機関：岡山大学、和歌
山大学、九州大学、近畿大
学、神戸大学（サテライト型
研究拠点を配置し、共同研
究や連携を推進する体制を
整備）

101 25-3 研究

デジタルトランスフォーメーションを
実現しコネクテッドインダストリーズ
を支えるIoT/組込みシステム基盤
(IoT / Embedded System
Infrastructure for Connected
Industries with Digital
Transformation Technologies)

ディペンダブルで省エネル
ギー、高速なシステムを実現
するための設計生産性、実
社会で永続的に運用可能な
信頼性および更新容易性、
サービス変化に応えられる
柔軟性を兼ね備えたIoT/組
込みシステム基盤の実現

先端ハードウェアを想定した
IoT/組込みシステムの設計
生産性向上、ディペンダビリ
ティ確保、プロダクトアップ
デートや柔軟性向上に関す
る研究、教育、標準化活動
は世界的に実用化に程遠く
学術的意義は高い

省エネルギーのIoT/組込み
機器を低コストで設計し、永
続的に運用可能で、かつ、社
会の進歩、変化に対して柔
軟に対応できるようにするこ
とを目指す本研究提案は、
社会的にみて極めて価値が
高い

R2：評価環境
整備
R3-R4：第一
次試作。運用
体制、教材開
発
R5-R6：第二
次試作。統合
評価。教育評
価と応用開発

総額100
設計開発環境・配
布環境整備20、設
計生産性向上20、
プロダクトアップ
デート15、IoTプラッ
トフォーム15、社会
実装・応用開発・国
際標準化15、人材
育成15

名大（代表）、情処学会組込
みシステム研究会有志メン
バー（宇都宮大、九大、京
大、NII、芝浦工大、IPA、東
海大、東陽テクニカ、兵庫県
立大、JAIST）他大学、企
業、研究機関等

102 25-4 研究

Smart CityのDigital ecosystem構
築のためのプラットフォームに関す
る研究拠点
(Research Platform of Federated
Smart City on Digital Echosystem )

Smart Cityが連携してDitigal
Echosystemを構築するため
の新たなプラットフォーム
アーキテクチャとそのために
必要な技術を開発し、実証す
る。

本研究は社会科学と最先端
の情報科学が密接に絡みな
がら進めていく極めて学際
的、かつ社会実装を含む実
践的な研究である。

Society 5.0の中核となる都
市におけるデータの流通基
盤を構築するものであり、
SDGsに貢献する

R2－R3：体制
整備
R4ーR5：実証
実験開始
R6ーR7：海外
連携

総予算90
初期投資：10
運営費等：毎年度８
×10年間で80

大阪大学、京都大学、東京
大学、九州大学、九州工業
大学、広島大学、国立情報
学研究所（NII）、情報通信研
究機構（NICT）、AIST、京都
産業大学、立命館大学など

情
報
学

136



分
野

計画
No.

学術
領域
番号

施設
/研究
の別

ヒアリ
ング
対象

マスター
プラン

2017の重
点大型研
究計画

計画タイトル 計画の概要 学術的な意義 社会的価値 年次計画
所要経費
（億円）

実施機関と
実施体制

103 25-4 研究 ○

Society 5.0社会を支えるゼロエナ
ジーIoTネットワーク研究拠点
(Research Institute of Zero-energy
IoT Networks for Society 5.0)

本研究計画ではゼロエナ
ジーIoTネットワーク技術とAI
活用技術の研究推進、人材
育成のための研究拠点形成
を行い、５ＧやMobile SINET
を用いた社会実装を通して
新たな情報通信技術の創出
を目指す。

電力供給不要でメンテナンス
フリーなIoTデバイスの開発
や人やモノの状況認識技術
の創出は自動運転や都市の
スマート化、高齢者見守り、
IT農業、災害支援など超ス
マート社会の実現に必須の
研究課題である。

自動運転や都市街区の犯
罪・事故の低減、高齢者見守
り、健康な社会生活の維持、
IT農業、災害支援など、IoT
デバイスを活用して社会の
安全や人々の生活環境改善
に資する様々なサービスが
実現できる。

R2−R3：研究
拠点設立
R2−R11：研究
推進、国際連
携・国際標準
化、人材育成
R5−R11：市町
村での社会実
装実験

総額77
研究拠点運営経費
／研究拠点形成経
費：人件費20、運営
費34、人材育成費
17、設備費６

研究拠点：大阪大学、東京
大学、国立情報学研究所、
京都大学
中核拠点：東北大、東工大、
電通大、慶大、横浜国大、
名大、京都工芸繊維大、奈
良先端大、九州大など

104 25-5 研究 ○

グローバルコミュニケーションを実
現させるコンテンツ処理基盤の研
究開発
(Content processing platform for
Global Communication)

コミュニケーションの壁を打ち
破り、人類の知識や能力を
向上させるための「革新的自
然言語処理」や「多言語音声
翻訳技術」の研究開発と開
発した技術の社会実装を行
う事で人類の相互理解を支
援する。

深層学習技術は、音声・言語
処理研究を根本から刷新し
つつある。その深層学習技
術を用いた、高度な対話技
術や音声認識、翻訳技術の
研究は言語に対する伝統的
認識も刷新し、学術的にも革
新をもたらすことができる。

介護現場における高齢者介
護支援音声対話システムや
外国観光客のみならず在留
外国人とのコミュニケーショ
ンの場における多言語同時
通訳システムの実現など我
が国の喫緊の課題を解決す
る事ができる。

R1-R6：コンテ
ンツ処理基盤
の構築・運用
R2-R6：コンテ
ンツ処理基盤
における研究
開発

総額71
計算機整備・運用
(保守費込)7.4、
コーパス作成:20、
Web学習データ作
成:10、人件費:33.6

NICTのけいはんな拠点が中
核機関として研究開発を推
進する。企業や大学等から
の参画を募りNICTの第5期
中長期計画のひとつとして
推進する。

105 25-5 施設

食にかかわるあらゆる分野のデー
タ共有のためのプラットフォーム構
築
(Food data sharing platform for
multiple research fields)

医学・農学・経済学・栄養学・
環境学など「食」に関わる研
究を行う研究者・研究グルー
プ､そして食に関わる企業を
集約し、分野横断的な人材
交流とデータ共有基盤を目
的とするプラットフォームを構
築する。

食品栄養データベースを中
心とする食データを整備し広
く公開することで、食に関す
る分野間の共通言語を確立
する。データを中心として異
分野の研究者が集結するこ
とにより、新しい知の創生が
期待できる。

「食」は人間の生命活動に必
須な活動であり、国民にとっ
ても重要な活動である。農
業・食料関連産業の国内の
経済的・産業的価値は高い
といえる。さらに、食料自給
やフードロスなどSDGsと密接
に関連しているといえる。

R1-R2：コン
ソーシアム立
ち上げ､データ
収集
R3-R5：データ
検証・DB構築
R5-R10：実証
実験とサービ
ス運用

総額30
内訳：コンソーシア
ム拠点整備１、食
データ共有研究基
盤とDB構築４、実
証実験・サービス
運用25

情報学（データベース、マル
チメディア等）、医学（食に関
わる医学等）、栄養学（ス
ポーツ栄養学、栄養学）、環
境学、農学、経済学の研究
者、および企業からは食に
関する企業から参加する．

106 25-5 研究
融合型空間情報研究ハブの創成
(Creation of Multidisciplinary
Spatial Information Research Hub)

IoTデバイス等からの空間
ビッグデータと都市・自然環
境に実際に身を置いてフィー
ルド調査を行う研究の深い
知見の両者を収集・統合し、
分野固有の深い洞察をAI技
術でレバレッジすることで新
たな研究を創成する。

ビッグデータ解析と、伝統的
な環境学・社会学・地域研究
の分野両者の研究コミュ
ティーを結び付け研究成果
の融合利用とを空間データ
に基づいた文理融合研究を
推進し、融合型空間情報学
の新しい学理を構築する。

SDGsの１,３,11などの社会課
題の解決に直接対応する。
例えば都市部の貧困地域の
様相をフィールドワークによ
る知見を真値として利用する
ことにより従来より精度の高
いビッグデータ分析が可能と
なる。

H31－R1：推
進体制整備
R2－R3：基盤
試験運用
R4－R10：本
格運用、研究
の推進、人材
育成

総額50
時空間情報基盤整
備費 20、時空間
データ収集のため
の運営費 20、研究
費（研究員人件費
含む） 10

東京大学空間情報科学研
究センターを中心とする。セ
ンターが認定する国内21の
大学の拠点校を元に共同研
究体制を拡充。学内におい
ては、関連複数部局の参加
する連携研究機構の設立。

107 25-6 研究

産業発展を支える安心・安全なシ
ステム開発手法の科学技術
(Science and Technology of Safe
and Secure System Development
Methods For Industrial
Development)

高品質で安心・安全なシステ
ムを開発するための手法の
研究を推進し、それらの様々
な研究成果を整理・体系化
し、その教育カリキュラムの
開発するための組織「安心・
安全システム開発教育研究
センター」を設立する。

多様な情報システムと多数
の利用者を抱える大学は開
発手法研究・サイバーセキュ
リティ実践の場として最適で
あり、開発手法研究と教育カ
リキュラム開発・教育の実践
が同時に実行することは学
術的に意義深い。

情報システムは、現在、社会
を支える基盤であり、サイ
バーセキュリティの観点を備
えたシステム開発手法を確
立し、その教育カリキュラム
を整備し、対応する人材が養
成されることにより、状況は
劇的に改善される。

R2－R7：安全
安心なシステ
ム開発手法研
究の推進・教
育カリキュラ
ム開発
R8－R11：教
育カリキュラ
ム改良・適用
拡大

総額35
センター設備費：
２、センター運営
費：32（教員・研究
員・事務補佐員人
件費：30、旅費：
２）、その他（教材
資料作成費）：１

東京工業大学情報理工学
院が中心となり、学術国際
情報センターを初めとする関
連組織の協力の下で実施
し、「安心・安全システム開
発教育研究センター」を設置
し推進することを計画してい
る。
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108 25-6 研究

量子コンピュータ時代に向けた暗
号技術の研究開発及び社会実装
(Research on Post-Quantum
Cryptography and its Social
Implementation)

大規模量子コンピュータが実
現しても安全性が保たれる
耐量子計算機暗号の設計・
安全性・実装評価に関する
研究開発及び国際標準化、
実システムへの実装方法、
現在の方式からの移行方法
など社会実装に係る検討を
行う。

耐量子計算機暗号は、安全
性の根拠となる数学問題を
効率的に解くアルゴリズムが
見つかっていない暗号技術
である。標準化が進む一方、
安全性評価法は未確立で、
普及期までに確立することは
学術的・社会的意義が高い。

現在のインターネットを含む
情報インフラのセキュリティ
は暗号技術が下支えをして
おり、量子コンピュータによる
脅威が高まる中、本研究開
発及び社会実装をオール
ジャパンで進めることは経済
的・産業的価値が高い。

R2：研究開発
拠点整備
R2－R3：新方
式開発
R2－R4：外部
評価
R3－R4：移行
検討
R4－R7：標準
化・社会実装

総額47.1
設備費：8.2、人件
費：35.7、旅費：
1.2、外部評価費：
１、その他調査費：
１

首都圏のどこかに研究開発
拠点を構築して開発環境を
整え、大学、企業、国立研究
開発法人等から人材を出向
等で集結させて実施

109 25-9 研究 ○

AI・IoT時代の高感性VR情報学基
盤の構築
(Construction of affective VR
information infrastructures of the
days of AI and IoT technologies)

本研究計画は、人中心の超
スマート社会実現に必須であ
る、高次感性情報の操作、
表現、評価技術の基盤を確
立し、コンピュータとネット
ワークという従来の情報基盤
に加わる第３の情報基盤の
提供を目指すものである。

本提案は、新たなサイバー
空間文化の創造に資する情
報科学を中心とした幅広い
学術分野群の発展に大きく
貢献する。また、教育学や医
学などコミュニケーションや
人間に関わる分野への高く
広い波及効果も期待できる。

日本が大きな強みを持つディ
ジタルコンテンツ、メディア
アートに関する学術、技術、
学芸の水準を高め、我が国
のソフトパワーの向上に大き
く貢献することで、文化の創
造と発信に関する学術振興
を可能とする。

R2-R7：システ
ム基盤技術構
築
R4-R9：超高
臨場感の知
覚・取得・創
出に関する研
究
R6-R9：開発
技術の情報
基盤化

総額：55.5
○初期投資（システ
ム構築）：33
○運営費等：３（設
備保守費：1.2、消
耗品費：0.6、人件
費：1.2）×7.5年

東京大学：超高臨場感メディ
ア、コンテンツ学術基盤
東北大学：高感性VR情報学
術基盤
大阪大学：高次感性情報計
測評価技術基盤
立命館大学：高次感性情報
学術基盤

110 25-10 研究 ○

エビデンスに基づく教育・学習支援
のための先端的情報基盤システム
と国際共同研究拠点の構築
(Development of Advanced System
Platform and International
Research Network for Evidence-
Based Education and Learning )

本研究では、初等中等高等
教育にわたり長期的かつ組
織間で連携して学習ログ
データを利活用可能とするク
ラウド情報基盤を構築し、そ
のための制度を設計する。ま
た、海外の研究機関とも連携
してデータの利活用を行う。

情報学では教育ビッグデータ
の記録・管理・分析手法等を
確立し、教育学・心理学・認
知科学等では大量データを
用いて長期的な行動変容等
の研究手法を確立すること
で、教育の根本的な改革を
行う基盤を構築する。

2020年に全国の小中高等学
校にデジタル教科書を導入
する計画があるが、まだ情報
基盤の整備やノウハウの蓄
積がない。本計画は情報基
盤を構築し教育データの分
析手法を確立して初等中等
高等教育で実践する。

R2－R4：各大
学-NII内で試
験運用
R5－R7：本格
運用（他大
学・初等中等
に展開）
R8－R11：海
外に展開

総額48：
設備10、人件費
20、旅費３、その他
15

京都大、東京大、九州大、
大阪大、広島市立大、NII、
京都市・福岡市教委、
JMOOC、ICTConnect21、
AXIES、JSiSE、JSET、
JASLA、SoLAR、APSCE

111 26-1 研究 ○

最先端計測分析技術開発及び共
同運用プラットフォーム
(Research and Development of
Frontier Measurement/Analysis
technologies and Construction of
Common Operationg Platform)

産学官連携を基盤に既存の
施策・施設とのネットワーク
型の連携を促進し、学理創
出に向けて先端計測分析技
術開発・知識開拓を推進す
るプラットフォーム（中核拠
点）を構築し、計測分析に係
わる人材育成を推進する。

極限計測技術（１原子分子
計測、３次元イメージング技
術）、複合・統合技術（ナノテ
ク・ものづくり支援、情報技
術・数理科学との融合）、オ
ンデマンド型計測分析技術
（安全安心技術）の展開で新
たな学理の創成。

計測分析技術開発はSDGs
の多くに係わり、推進に伴う
国際的価値は極めて高い。
ものづくり等産業技術開発や
社会生活の安全・安心確立
に向け、人材育成を含めた
我が国の喫緊の課題に答え
る本提案の役割は大きい。

R2-R3：基盤
整備
R3-R7：課題
選定・推進
R4-R7：助成
制度、国際共
同研究推進
R７以降：エコ
システムの構
築

総額22
整備費1.5（機器施
設整備等）、運営費
3.5（人件費等諸経
費）、研究開発費16
（4億円/部門）、共
同利用（助成）費1
（国内・海外滞在招
聘助成）

産総研（中核機関）と計測分
析関連機関（理研放射光、
国立高専機構等）・事業（ナ
ノテクPF事業、計測分析機
器開発事業等）推進組織と
で共同組織体を設置し、開
放型施設運用と人材育成を
推進。

112 26-2 施設

アジア最先端ハイブリッド物質研究
連携センター
(Asian Advanced Research Center
for Hybrid Materials)

最先端科学と社会発展の鍵
を握るハイブリッド物質の発
見・創製・応用・データベース
化・デバイス作成を達成する
未来型研究施設を、中心施
設をHUBとし、アジア地域の
多数の世界トップの研究室と
連携して構築する。

機能性材料や機能性デバイ
スの多くがハイブリッド物質
により実現されている。アジ
ア諸国との連携でネットワー
ク型巨大研究拠点を形成す
ることで、強固な学術基盤を
構築し、周辺分野の革新的
発展を促進する。

本研究施設は、新物質・新機
能の創製に貢献し、同時に
物質と物質データの集積で
情報発信基地の役割も担
い、社会の発展を支える。研
究成果は、ベンチャー起業の
促進、既存の企業との連携
で社会に還元する。

R3-R4：施設
建築。組織・
物質ライブラ
リー整備
R5-R9：施設
運用開始
R10-R15：組
織・施設見直
し

総額： 850
設備費： 80
人件費： 410
運営費： 360

東北大と分子研を中心に、
国内・アジアトップクラス大
学と連携。任期付PI50名程
度、各PIに研究員4-5名。事
務職員約30名。最大１年程
度の研究者滞在支援。公用
語英語。
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化
学

113 26-3 研究

地球規模のマイクロプラスチック問
題を解決する未来型高分子材料分
野の創成
(Establishment of the Future-
oriented Academic Field of
Polymer Materials Science
Dedicated for Solving the Social
Issue of Microplastics  )

プラスチックの海洋中での劣
化・細分化機構を解明すると
ともに、海洋を含む地球環境
保護に貢献する、生分解性・
超長寿命・高靭性・バイオ
ベースなどの特性を有する
材料を開発し、未来型高分
子材料分野を創成する

複合要因により進む海洋中
でのプラスチック分解機構の
解明と環境に貢献する材料
の開発を連携して進めること
により好循環が生み出され、
未来型高分子のための新た
な概念の創出と技術開発の
加速度的な進展が期待でき
る

全世界的に注目を集めてい
る海洋プラスチック問題に対
して、積極的に行動し情報発
信するものであり、社会的価
値が高いことは言うまでもな
い。SDGsでは海洋環境に関
する目標14に加えて、目標
15、12、９などに貢献する。

R2-R3：大型
設備の整備、
連携グループ
構築
R3-R5：実環
境条件下計
測
R4-R5：新規
材料開発
R6：総括

総額57
放射光施設での
ビームラインの建
設20、大型分析装
置等整備費12、経
常経費 25

東京大学、東北大学、京都
大学、九州大学、京都工芸
繊維大学、理化学研究所、
SPring-8、佐賀県立九州シ
ンクロトロン光研究セン
ター、東北放射光施設SLit-
J(予定)

114 27-3 施設 ○

定常高温核融合プラズマを実現す
る粒子・エネルギー循環の学理
(Study of Particle and Energy
Circulation to Realize Steady-
State High-Temperature Fusion
Plasma)

核融合発電の実現に不可欠
な「核融合プラズマの定常制
御」の課題解決を目指し、大
型ヘリカル装置の改造によ
り、定常運転で発現し、不可
逆変化を内在する壁飽和状
態を実現して、真に定常の学
理を解明する。

プラズマの定常制御に内在
する粒子・エネルギー循環の
学理を解明することにより、
プラズマ・気相・固相が共存
する非平衡かつ定常飽和状
態にて発現する時定数が異
なる現象間の相互作用を明
らかする。

核融合発電の実現は、SDGs
が掲げる温暖化とエネル
ギー問題を解決し、これによ
り、世界平和に寄与する。そ
の早期実現は技術革新をも
たらし、我が国の成長・発展
にも大きく貢献するため、喫
緊の課題である。

R5-R6：改造
期間
R6-R7：試験
運用
R8-R10：本格
運用

総額352
設備投資70（定常
冷却強化40、定常
加熱強化13、周辺
プラズマ研究ス
テーション16、定常
計測対応１）、運営
費282

核融合科学研究所が実施
主体となり、量子科学技術
研究開発機構が連携研究
機関となって、全国の大学・
研究機関との共同研究によ
り推進する。

115 27-3 施設 ○

パワーレーザーインテグレーション
による新共創システムの構築-社
会的課題解決につながる超越状態
を利活用したあらゆるスケールの
構造機能の探究-
(Establishment of a New Co-
creation System by Power Laser
Integration -Exploration of matter
and structure using a variety of
extreme states to address social
challenges- )

複数種の高繰り返しレー
ザーと量子ビームからなる世
界初の大型スマートレーザー
複合施設を実現し“超越状態
のあらゆるスケールの構造
機能の探究”により学術フロ
ンテイア開拓と共にイノベー
ション創出を目指す。

従来の大型レーザー施設の
概念を変え、超越状態での
構造機能探究を、大スケー
ル（宇宙・エネルギー生成）・
身近なスケール（物質材料・
生物・医療）・極小スケール
（原子核・真空構造）の全ス
ケールで実現。

加工や光センシング、医療診
断・治療、新物質・材料創
成、社会インフラの検査、エ
ネルギー伝送・給電など国民
の豊かな生活に関わる分野
へ供され、宇宙分野・情報科
学分野にも展開する。SDGs
達成にも貢献する。

R2－R3：要素
技術開発
R3－R8：建設
期間
R5－R6：部分
運用
R7－R8：本格
運用
R8－R10：高
効率化

総額350
高出力レーザーラ
イン建設250、超高
強度レーザーライ
ン建設30、量子
ビームライン建設
20、実験エリア整
備23、装置運転経
費20、コンピュータ
経費７

施設整備は、大阪大学及び
量子科学技術研究開発機
構が中核機関となり進める。
施設利用による学術開拓推
進は、中核機関は後方支援
に徹し、国内外の大学・企業
ユーザーの自発的活動を中
心におく。

116 27-5 研究 ○
中性子施設ネットワーク(Neutron
Facility Network)

中性子利用の価値を飛躍的
に高めるために、組織の枠を
越えた中性子源施設連携を
行う。効率的な人材交流・専
門的知識共有で日本の科学
技術創造立国の強固な基盤
を形成し、重要課題解決・未
踏領域開拓を行う。

中性子利用は宇宙誕生の
謎、高機能材料探索、生命
機能、癌治療、文化財評価
まで幅広く利用される。ネット
ワークにより研究のハード・
ソフトにわたる革新的手法を
発展させ、新分野を開拓し、
世界的競争力を引き出す。

ネットワーク化による学術研
究の革新的進展が人類知の
増大に貢献できる。さらに
様々な規模の中性子源で製
品開発及び生産の各段階を
網羅できるような利用体制を
構築することで、産業界にも
大きく貢献できる。

R2：ネットワー
ク立ち上げ
R3-R4：要素
技術開発、地
域中性子源
建設
R5-R6：各施
設高度化
R7-R11：運用
開始

総額65
連携ネットワーク構
築・運営費：10
中性子基盤技術・
装置開発費：25
新規ネットワーク拠
点構築費：30

代表機関：北海道大学
幹事機関：名大、京大、J-
PARC、JRR3、理研
全体の取りまとめは北大を
中心とする参画機関の間で
状況に応じて固定することな
く引き継ぐ

総
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117 27-7 研究

ソサエティ5.0を支える人と人工物
システム・サービスの計算情報科
学基盤創成
(Establishment of Computational
Information Science Foundation
for Human, Artifact Systems and
Services supporting Society5.0)

サイバー・フィジカル・システ
ム（CPS）を基盤としたソサエ
ティ5.0を実現するために、情
報科学・設計科学・計算科学
を融合し、さらに人・社会をシ
ステムモデルに取り込んだ新
たな計算情報科学基盤を創
成する。

CPSによる社会システムのデ
ジタルツイン構築に関する理
論的、実践的枠組みを明ら
かにし、現実社会とデジタル
ツインの双方に含まれる不
確かさの定量化を行い、計
算科学とデータ駆動型機械
学習の融合を実現する。

CPSを前提とした製品とス
マート・サービスのデジタル
ツイン開発基盤を整備し、製
造業の事業構造変革を実現
する。さらに、公共設備の老
朽化に対する対策や、巨大
災害に対する安全対策を、
世界に先駆けて実現する。

R2-R4：中核
拠点・研究
ネットワーク
構築
R4-R6：計算
情報科学基
盤確立
R6-R8：社会
実装、国際貢
献

総額42
初期投資8.4（拠点
整備５、システム開
発委託２、他）、運
営費31.8（設備運
営3.6、システム開
発委託12、他）、シ
ンポジウム開催1.8

東京大学大学院工学系研
究科及び情報理工学系研
究科を中核拠点とし、国内・
外大学研究者、関連学協
会、企業（日立、ダイキン）・
東大ベンチャー等の技術者
による連携組織

118 27-8 研究

航空輸送のCO2削減と持続的成長
に寄与するエミッションフリー航空
機技術の研究開発
(Research and development of
emission-free aircraft technology
that contributes to CO2 reduction
and sustainable growth of air
transportation)

エンジン電動化技術を核とし
たエミッションフリー航空機を
提案し、航空輸送のCO2削
減と持続的な成長を両立す
る解を提示する。電動化とい
う技術革新に取り組み、新し
い航空科学技術分野を創出
することを目指す。

本研究活動は革新技術に挑
むものであり、化学材料・素
材の探求レベルから高度に
統合化されたシステムレベル
まで、従来の航空工学の枠
組みを超え、航空分野にお
ける新しい学術体系を構築
するものである。

将来の航空輸送の経済的発
展を阻害しかねないCO2排
出量削減の問題に対して抜
本的な解決手段を与えるだ
けでなく、エアラインにとって
は莫大な燃料コスト削減の
効果があり、経済的にも大き
な価値を提供する。

R1－R5：ブ
レークスルー
技術の獲得
R6－R8：電動
ハイブリッドシ
ステム飛行実
証
R9－R12：高
リスク技術サ
ブシステム化

総額：73
ブレークスルー技
術の獲得：25、電動
ハイブリッドシステ
ム飛行実証：24、高
リスク技術サブシス
テム化：24

JAXA及び航空機電動化コ
ンソーシアム参画メンバーを
研究体制の中心とし研究を
実施する。

119 27-8 施設

国内で共同利用する実験用航空
機の整備
(Research Platform using
Experimental Aircraft)

実験用航空機の保有体制、
運用管理体制、飛行試験体
制を産官学の研究コンソーシ
アムで検討し、飛行試験が
実施可能な研究プラット
フォームをSpaceJet M90の
開発スケジュールと調和する
形で整備する。

音響空力技術、空気抵抗削
減技術・エンジン燃費向上技
術、安全性向上に寄与する
自律飛行制御技術・飛行
データの処理による整備技
術・次世代運行管理技術な
どの広範な技術開発に貢献
できる。

実験用航空機の整備によ
り、新しい航空技術の飛行実
証が可能となり、航空機装備
産業、航空機産業の発展が
見込まれる。また、飛行実証
に必要な耐空性証明技術伝
承も可能となり、次期国産機
開発の基盤整備となりうる。

Ｈ31－R4：
ニーズ調査、
ハンガー設置
R3－R4：認証
規則制定委
員会設置
R4－R6：機体
整備
R6－：運用

総経費：270
　設備費：200
（機体＋ハンガー
＋実験設備）
　人件費（５年）：20
　維持費（５年）：50

一般社団法人　航空イノ
ベーション推進協議会傘下
のAC研究会

120 27-8 研究 ○

超小型衛星の統合的研究開発と
実ミッションおよび各種の宇宙実験
を行う高度宇宙プラットフォーム化
(Integrated Research and
Development of Micro/nano/pico-
satellites and Their Utilizations as
High Level Platforms for Practical
Space Missions and Various In-
orbit Experiments)

超低コスト化・短期開発の超
小型衛星を統合的に研究開
発する技術拠点を形成、衛
星通信・地球観測・宇宙科学
探査・微小重力環境利用分
野等の実ミッション・宇宙実
験が定常的に実現される状
況を作り出す。

予算の限界で従来実現でき
なかった各分野の優れたミッ
ションが多数実現されること
で宇宙利用の多様化と高度
化を達成し、多数機による革
新的観測手法が生まれ、中
大型衛星への転用は宇宙技
術全体の高度化につなが
る。

頻繁な地球のモニターが安
全安心や農林水産業、地球
温暖化の監視などに貢献し、
宇宙科学探査は宇宙や地球
に関する知識を拡大、大容
量光通信技術は今後の大き
な宇宙インフラ構築のキー技
術となり産業界や社会に貢
献。

R1：計画期間
（ロードマップ
作成）
R2以降：研
究・開発（要
素技術・衛星
開発）
R3以降：打ち
上げ、運用
フィードバック

総額：５年で35.7
拠点形成経費（人
件費中心、10名）：
4.5
先端技術開発経費
（年１）：５
プロジェクト実施費
（50kg級5.3と３kg級
１）：26.2

東京大学が中心となり、ほど
よしプロジェクトで連携した
大学・企業、PROCYON等で
の連携先・JAXAおよび光通
信の東大・NICT共同研究を
核として、利用コミュニティを
巻き込む。
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121 27-9 施設 ○

アジアの拠点となる海洋再生可能
エネルギー開発のための総合研究
試験施設
(Integrated Research and Testing
Center for Development of
Offshore Renewable Energy
Served as a Hub in Asia)

海洋再生可能エネルギーの
総合的な研究試験施設を実
現し、基礎・応用研究、機器
の性能試験、実証試験の実
施により知見を蓄積、海洋再
生可能エネルギー利用を促
進する。アジアのハブとして
の機能、全国的取組が特
徴。

基礎研究開発から実証まで
の一貫した総合的な取り組
みを通じて、知見の蓄積を行
うとともに教育に反映する。
アジアの研究・開発ハブ、水
産業との協調、国際基準策
定のリード、アセアン各国支
援の機能を実現する。

海洋国家のポテンシャルを
活かして、再生可能エネル
ギー利用による地球環境問
題解決、持続可能社会の実
現、エネルギー自給率向上
に貢献する。また、わが国の
重要課題である海洋分野人
材育成の機能を強化する。

初年度：運営
組織立ち上げ
２-３年度：施
設・設備建
設、評価機器
設置
４年度：運用
開始
５年度：国内
外との本格連
携開始

総額216
本部機能５、実海
域再現施設50、実
証サイト70、研究開
発施設63、気海象
研究施設５、人材
育成施設20、社会
受容研究施設２、
国際展開拠点１

大学（東大、阪大、九大、横
国大、佐賀大、長崎大、日
大、長総大）、OEAJ、国立研
究開発法人（海技研、港空
研、産総研、ＮＥＤＯ）、日本
海事協会、地方自治体およ
び関連組織、海外関連組織

122 27-9 研究

海洋環境の持続可能で安全な利
用に資する情報インフラの構築
(Information infrastructure for
sustainable and safe utilization of
the ocean environment)

海洋の安全かつ有効な利用
に資する、海洋情報インフラ
の構築を目指す。そのため
に、海洋空間利用計画に必
要な情報を一元的に管理す
るための、観測センター、
データセンターを設立し、社
会実装する。

海洋の知見、海洋環境情
報、社会的な情報を、海洋を
利用する立場から集約・加工
し、配信する。地球規模の問
題に対する一つの解決策と
してだけでなく、新たな海洋
学的な発見や新たな機器の
開発へとつながる。

社会実装により、ユーザーへ
の情報伝達と利用について
検証する。フィールドでの
データ利用の推進により、
ニーズからデータの集約を試
みる。海域利用者の協力に
より、船舶などを観測に生か
し、稠密観測を実現する。

R2-R4：稠密
観測網、海洋
通信インフラ
準備
R5-R6：地域
特化社会実
験の実施

地域センターの設
立およびスケーラ
ブルな通信インフラ
の整備：観測セン
ター20、データセン
ター10、社会実験
センター５、海洋通
信インフラ20

東京大学及び船舶・海洋関
連大学コンソーシアム、海
上・港湾・航空技術研究所
等国土交通省関係、海洋研
究開発機構等文部科学省
関係、農林水産関係の研究
所と現業機関との省庁横断
的な共同体制

123 27-9 研究

スマートマリンシステム実現のため
の研究開発基盤の構築
(Construction of R&D
infrastructure for realizing Smart
Marine System)

脱炭素化、デジタル化、自動
化、人工知能（AI）に関する
最新技術を織り込んだ「海事
産業3S（スマートシップ、ス
マートヤード、スマートラボ）」
を評価・実現するための研究
開発基盤を5カ年で構築す
る。

GHG排出ゼロ技術、自動運
行・運転技術、遠隔監視技
術、デジタルツイン技術は、
海事分野のみならず、多くの
産業分野における製造業に
関わる工学系学術分野への
波及効果・寄与は大きく、学
術的意義は大きい。

我が国貿易の99.7%を占める
海上輸送におけるGHG排出
量を早期にゼロとすることは
我々人類に課せられた使命
であり、深刻化する労働力不
足の解消は社会問題として
懸念されている少子高齢化
の克服に裨益する。

R2-R4：不足
技術開発
R5：ラボ建設・
運用、小型プ
ロトタイプ実験
R5-R6：実験
船建造・実
験、大型プロ
トタイプ実験

総額：142
スマートシップ実験
船開発・建造：60
スマートラボ施設建
造：55
スマートシップヤー
ドのプロトタイプ製
作・実証実験：27

海上技術安全研究所（本研
究の全体取り纏め）、
東京大学、長崎総合科学大
学、大阪大学、
日本船舶海洋工学会、日本
マリンエンジニアリング学
会、日本航海学会

124 27-9 研究

途上国のSDGs 達成に資する深海
エネルギー・鉱物資源の開発のた
めの実海域実証実験の実施およ
び深海水槽の建設
(Real-Sea Demonstartion for
Development of Deep-Sea Energy
and Mineral Resources and
Construction of Deep-Water
Experiment Basin for Achieving
SDGs in Developing Countries )

深海には、熱水鉱床、メタン
ハイドレート、レアアース、海
洋深層水などが存在し、その
開発技術の開発は国益とな
るだけでなく、その技術を以
てアジアやアフリカなど広く
途上国の経済発展に寄与す
る。

深海底から表層までの潮流
や風波の環境状態を模擬で
きる大規模海洋総合研究施
設を構築することにより，効
率的で安全、環境負荷を配
慮した海洋開発の学術分野
を発展させる世界の中核的
な研究拠点となる。

未開拓の深海の資源、空
間、機能の活用の道筋をつ
けることにより、我が国の
EEZに賦存が期待されている
豊富な資源・エネルギーの開
発を、途上国に先駆けて実
施し、途上国への技術移転、
人材育成に貢献する。

R2：概念設計
R3：システム
構築、水槽実
験
R4：プラント製
作
R5：試運転、
環境アセス
R6：実海域続
運転

総額708
概念設計26、シス
テム構築・水槽実
験27、試運転・環境
アセス243、実海域
続運転412

東京大学、九州大学、大阪
府立大学、佐賀大学、広島
大学、東京海洋大学、海洋
技術安全研究所、産業技術
総合研究所、JMU、三井造
船、三菱電機、日本NUS 、
ゼネシス、他

125 27-9 研究

リスク半減を目指す海運インフラと
海護システムの構築
(Construction of Marine
Infrastructure and Relief System
for Halving Concerned Future
Risks)

海上輸送に伴う湾岸地域の
環境負荷増大、若年人口の
減少や就労志向の変化に伴
う船員不足、甚大災害発生
時の避難や救援など海護体
制の不備といった、海運国家
である日本が直面する３大リ
スクの半減を目指している。

小型機関の高効率化やハイ
ブリッド化の技術適用、自動
運航による船速平準化や排
出物低減、津波から最適回
避と事後の救難システムの
構築等を、研究者間のネット
ワーク構築により実現する点
で高い学術的な意義を有
す。

海運国家である日本は、少
子高齢化と労働志向変化に
よる船員不足、国際競争に
よる造船業の不況、災害に
備える海護体制の構築遅滞
の大きなリスクを抱えてお
り、その半減を目指す本計画
は高い社会的価値を有して
いる。

R2：各種施設
の設計・準備
期間
R3－R4：部分
運用と実効の
検証
R5－R6：本格
運用と成果の
公開

総額50
高等容度直噴NH3
燃焼装置：設備投
資５、運転経費３、
運営費２、震災避
難･海護システム及
び自動運航Hybrid
船シミュレータ：設
備投資30、運営費
10

主として九州大学総合理工
学研究院にて、燃焼実験と
震災避難･海護システムの
シミュレーションを担当し、
主として東京海洋大学にて、
自動運航Hybrid船シミュレー
ションを担当する。

総
合
工
学
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126 28-1 研究 ○

未来社会のための理論応用力学
研究拠点ネットワークの形成
(Research hub network for
advanced theoretical and applied
mechanics in future society)

理論応用力学分野に優れた
大学を拠点化するとともに、
それらのネットワークを形成
することで全国的規模のプ
ラットフォームを構築して、世
界をリードする研究教育活動
を展開し、あるべき未来社会
の実現に寄与する。

広範な工学の学術分野の基
盤を担い、新たなブレイクス
ルー技術を生み出す要でも
ある「理論応用力学」の学術
を、研究拠点ネットワークを
形成することで、力学の深い
理解とともに複合的現象の
解明に向けて発展を図る。

学術の基盤である「力学」を
実社会での活用に結びつけ
る「理論応用力学」の学術の
深化・発展は、実社会での製
品開発や技術の高度化や社
会実装に直接的に貢献する
ものであり、広範な価値の創
造の源泉となる。

R2：５拠点選
定
R3－R6：関連
学協会と連携
活動
R7－R11：国
際連携による
発展
R12以降： 産
官学連携によ
る自立

総額120（10年分）
拠点ならびにネット
ワーク形成費・維
持費30、研究員雇
用費35、プロジェク
ト研究経費50、 集
中講座ならびに国
際シンポジウム開
催経費５

拠点大学を中核として、関連
24学協会で構成する「理論
応用力学コンソーシアム」の
連携の基に研究者ネット
ワークを構築して実施する。
拠点運営委員会を設置し
て、事業内容を決定し運営
する。

127 28-2 研究

新ものづくり産業を開拓する計測・
予測・制御の同化技術の創成
(Triple assimilation of
measurement、 prediction、 and
control for creating new
productive industries)

社会的重点課題の解決ス
キームを創出する機械工学
を基盤とした予測と計測の
データ融合ツールを提唱す
る。とくに計算・実験の多次
元データ同化論と、産学連携
型の未来技術開発ビジョン
の策定を行う。

機械工学分野における７つ
の未解決問題を定義し、そ
の解決を導くデータ駆動型の
道具づくりを産学連携のオー
ルジャパンで提唱することを
通じて、次世代の機械工学
の学術基盤のバージョンアッ
プを行う。

産業育成で重点化すべき機
械工学の責任は脱炭素社会
と自律制御であり、これらを
支援・加速する手段が本提
案の総合データ同化ツール
である。本開発を通じて先端
工業立国としての地位を回
復させる。

R2-R3：未解
決7分野の設
定と解決手段
の設計
R4-R5：産学
連携による学
術技術双方
向連携
R6-R7：標準
化

総額15.5
共有装置：６（設備
投資）、開発費（大
学分担研究費）：
６、製作費：２、運営
費：1.5（会議費、人
件費）

北海道大学、大阪大学、慶
應義塾大学、静岡大学（以
上は幹事校）、東京大学、東
京工業大学、東京農工大
学、東京理科大学、東北大
学、神戸大学、九州大学、
名古屋大学、京都大学、明
治大学

128 28-2 研究

分子・原子およびナノスケール組織
構造化による新奇熱マネジメントの
創成
(A novel thermal management by
molecular, atomic or nanometer-
scaled organized structure)

本研究は、分子・原子および
ナノスケールの組織構造化
された熱輸送パスを電子デ
バイス、照明素子、蓄熱媒体
などに組込み、高速かつ高
密度化とともに信頼性の高
い各種デバイス設計を目指
すものである

分子・原子レベルの組織構
造化による熱輸送パスをトラ
ンジスター、蓄熱媒体、発光
素子などに組込むためには
電子・フォノン・フォトン間の
エネルギー変換や輸送を記
述する学理を要し、学術的に
も興味深い

熱輸送パス組込みデバイス
の研究により信頼性を維持し
つつ高速化や高集積化が可
能となり、脳からの信号によ
る、直接意思疎通・操作・指
令・リクエストなど生活スタイ
ルが劇的に変えられることか
ら社会的価値は高い

R1-R2：実施
体制と研究内
容の構築
R2-R3：設備
導入、試験運
転、課題抽出
R3-R5：基礎
学理構築と試
作および総括

総額40
クリーンルーム、分
子線エピタキシャル
装置などの設備備
品：17、計算機利用
料：３、人件費：
14.4、研究費、若手
人材育成費、シン
ポジウム運営費
等：8.6

日本伝熱学会が実施体制を
構築し、放熱パスデバイスな
どの製作拠点を大学に設置
するとともに学会に所属する
大学や企業の研究者および
研究機関と連携しながら進
める

129 28-5 研究

Society 5.0／Connected Industries
製造プロセス革新：製品データの
標準化・スーパーオープンプラット
フォーム・高精度加工技術の開発
(Manufacturing Processes
Innovation under Society
5.0/Connected Industries:
Development of Standardized
Product Data、 Super Open
Platform、 and High Accuracy
Machining Technologies)

製造のフィジカル空間とサイ
バー空間の情報の相互共有
活用のため、製品データ記
述標準化（共通化）フォー
マットおよびスーパーオープ
ンプラットフォームを開発す
る。それらを基礎とした超高
精度加工技術を開発する。

システム間における情報の
完全交換で各プロセスの最
適化を実現し、様々なIoT機
器情報を統一共有するスー
パーオープンプラットフォー
ム開発でフィジカル空間とサ
イバー空間を連携して、超高
精度加工を実現する。

メーカとユーザの大型コン
ソーシアムにより実用に適し
た製品データフォーマットと
活用スーパーオープンプラッ
トフォームを開発し、日本企
業の国際的競争力を飛躍的
に高め、日本製品の品質向
上と価格低下を実現する。

R1－R2：標準
データの設計
実装、オープ
ンプラット
フォーム開発
R3：情報交換
開発
R4－R5：情報
交換展開、評
価実験

総額14.75
標準化データ開発
実装：３
情報交換開発：８
アプリケーション購
入：0.7
プラットフォーム基
礎購入・開発：2.4
評価実験：0.4
コーディネート：0.25

コンソーシアム（中立機関、
メーカ、ユーザから構成）：慶
應義塾大学（コーディネータ
兼務）、システムベンダー３
社、計測メーカ１社、工作機
械メーカ５社、自動車メーカ
４社

機
械
工
学
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130 28-5 研究 ○

ピコテクノロジー基盤ものづくりエコ
システム拠点
(Pico-Technology Ecosystem
Center for High-Value
Manufacturing )

企業、大学、公設試、行政、
金融機関の共創によるピコ
精度加工技術研究ネット
ワーク構築と、ピコ精度試作
ファウンドリを基軸とするピコ
テクノロジー基盤ものづくりエ
コシステム拠点を作ることで
ある。

ピコ精度加工を実現するた
めの新規加工プロセスの構
築と、分子原子レベルでの加
工現象の科学的解明を行
い、“形状創成+機能創成”を
目指した機能創成加工技術
を新たに提案し、ピコテクノロ
ジー学術領域を創出する。

企業がピコファウンドリを活
用することで、試作した高付
加価値製品を速やかに市場
に出すことが可能となる。こ
れらの製品は基礎科学研究
から産業応用までブレークス
ルーをもたらす画期的なもの
を目指す。

R2－R4：建設
期間
R4－R5：部分
運用
R5－R11：本
格運用

総額229
ピコファウンドリ３箇
所建設60、ピコ度
装置等93、運営費
27、エコシステム拠
点運営費10（他、設
備改造費要）

理化学研究所、産総研、東
大、東工大、慶応、東北大、
大阪大、京大、名大、九大、
神戸大、各都道府県公設試
等

131 28-8 研究

脱炭素社会を目指す革新的反応
性流体科学
(Innovative reactive fluid science
aiming at carbon free society)

航空宇宙・推進、自動車、発
電、工業炉、環境分野等に
おいて、革新的反応性流体
科学を創成し、燃焼エネル
ギー利用効率を極限まで高
めつつ、温暖化ガス回収と利
用を組み入れた脱炭素エネ
ルギー体系の基盤を構築す
る。

電子レベルの量子化学・ピコ
秒素反応時間に遡る反応化
学、ミクロから実機までの広
大なスケール幅に対応する
熱・物質移動等、広範な基礎
科学の集約である反応性流
体科学を低炭素体系実現と
いう視点で発展させる点。

全エネルギーの80％を担う
燃焼設備のエネルギー利用
効率向上により、既存のイン
フラを最大限活用し社会の
持続的発展と地球温暖化に
同時に対処する科学技術創
成を行い、産業、エネルギー
問題に貢献する。

R2：拠点設
置、海外機関
連携、設備高
度化
R3-R6：実験・
数理研究
R7-R11：実用
フェーズ展
開、内外シン
ポ

総額57.8
設備等費23（設備
群・計算機）、人件
費25（ポスドク・研
究者招聘・事務局
員等）、ネットワーク
構築８（旅費・内外
シンポジウム・ス
クール開催）、 その
他1.8(公報)

日本燃焼学会を核に14大
(旧帝大、東工、慶、、阪府、
山口等)、 産総研、JAXA、
16社（トヨタ、本田、日産、マ
ツダ、三菱重、IHI、日立、
JFEエ、電中研、東・大ガス、
出光等）

電
気
電
子
工
学

132 29-6 施設 ○

電磁波の科学的利用と商業的利
用の共存・共栄のためのレギュラト
リーサイエンスセンター
(Regulatory Science Center for
Coexistence and Co-prosperity of
Scientific and Commercial Use of
Radio Waves)

科学的利用および商業的利
用を含み、20桁以上の範囲
で電力が異なる多様な電磁
波利用に関し、運用状況を
模した実測に基づいて利用
者間の共存条件をレギュラト
リーサイエンスを規範として
導き出すことを目的とする。

科学的・客観的に電磁波利
用の共存を図るためのプラッ
トフォームを構築し、実験実
証と確率的モデルに基づい
た科学的指標を通じ、有限な
資源である電磁波の一層の
有効活用を通じた科学技術
の進歩へ貢献する。

本計画で実現する装置によ
り、これまでアドホックに行わ
れてきた行政における技術
検討を、常設の施設・体制で
迅速に検討でき、電波利用
の一層の促進を通じた産業
の振興及び国民の福祉への
貢献が期待できる。

R2：基本仕様
策定
R3-R4：設備
構築
R5：試行運用
R6：本格運用
R7-R11：維持
管理・更新

総額77
建設費（装置，設備
等を含む） ：52
運営費（人件費，消
耗品費を含む）：25

設備は国立大学等に共同利
用施設として設置し、ステー
クホルダから維持に必要な
経費を徴収する。共存条件
に関してはURSI分科会を中
心とし多様な立場の研究者
によりグループで研究を行
う。

土
木
工
学
・
建
築
学

133 30-4 施設 ○

実大ストームシミュレータ（強風・火
災・降雨・降雪・降雹・日射のシミュ
レータ）および気象災害サイエンス
パーク
(Full-scale Storm Simulator and
Meteorological Hazards Science
Park)

風速80ｍ／s程度までの強
風と、火災、降雨、降雪、降
雹などを同時に作用させ得
る大型ストーム発生装置を
建設し、建物の外装材や骨
組の健全性を実スケールで
検証するほかに、気象災害
サイエンスパークとして運営

実スケールの極めて稀な強
風と、火災、降雨、降雪等と
の複合事象を、コントロール
された環境下で再現し、破壊
プロセスを含んだ建築物等
の耐風性能の解明、レイノル
ズ数問題の克服等、多くのブ
レークスルーが図られる

我国の風災害は年数千億円
と見積もられ、近年増加傾向
にあり、気候変動等でそれが
促進される可能性もある。合
理的構法や建材開発等によ
る耐風性能等の向上による
災害低減は、著しい社会的、
経済的効果をもたらす

R2-R3：プロト
タイプ試作、
実施案の設
計、建設地選
定
R4-R5：施設
建設
R6-R7：機器
設置、性能検
証、実用開始

総額229
ストーム発生装置
151、建物等建設費
60、試験検証費３、
６ヶ年間運営費15
（土地代、完成後運
営費は含まず）

関連する諸学会、大学、団
体による「実大ストームシ
ミュレータ建設実行委員会」
を構築し、建設終了までを統
轄する。実際の管理・運営
は「気象災害科学研究セン
ター（仮）」を設立して遂行す
る

材
料
工
学

134 31-1 研究 ○

バイオマテリアル国際先導研究拠
点の構築
(Establishment of Global Leading
Research Center for Biomaterials)

次世代の医療産業創造と社
会変革に向けた新たな価値
創出を可能にするために必
須なバイオマテリアルの医歯
薬工連携研究と、変革を的
確に実施する若手人材育成
とを実現していく国際先導研
究拠点の構築を目指す。

国際的視野の下、本質的な
原理原則を解明しつつ、問
題点と先進性の理念を共有
し,革新的なバイオマテリアル
開発を産学官融合型で推進
し、若手研究者を育成するこ
とで、継続的な国際競争力あ
る研究体制確立を行う。

SDGs3、9、12などに関連す
る医療費削減と健康寿命の
延伸のため、科学技術に裏
付けられた医療システムの
価値創造を実現するバイオ
マテリアルの革新により医療
関連産業の更なる振興と国
際競争力の確保を行う。

R2-R3：設備・
ﾈｯﾄﾜｰｸ構築
R3-R8：研究
推進
R8-R9：成果
統合
R9-R12：産学
連携・統合研
究

総額75
設備費25
運営費10
人件費40

東京医科歯科大を中核拠点
とし、9機関に連携拠点を設
置、約50の関連研究室で構
成し、日本バイオマテリアル
学会に運営委員会を設置す
る。共同研究体制を構築し、
基軸課題の研究実施と若手
研究人材の育成を行う。

機
械
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材
料
工
学

135 31-3 研究
超顕微科学研究拠点
(Advanced Research Network for
Ultra-Microscopic Science)

超高圧電顕法と放射光分析
法を有機的に結びつけた超
顕微科学研究を推進する連
携ネットワークを構築し、異な
る手法と学術領域において
学理探求における協奏効果
の創出とコラボレーティブ・イ
ノベーションを展開する。

超高圧電顕法だけでは十分
な課題解決が得られない領
域において、放射光分析法
を組み合わせた電子状態と
原子構造の同時解析等の世
界初の研究を行い、物質・材
料科学と医学・生物学の学
術研究を飛躍的に発展させ
る。

共同研究推進により、グリー
ンイノベーション創出に必要
な新規材料探索と開発、また
ライフイノベーション創出に
必要な生体組織の形態－機
能の関連究明による疾患治
療研究等の技術課題解決や
革新技術創成に貢献する。

R2-R4:阪大超
高圧電顕高
性能化運用
R5-R7:佐賀大
BL更新運用
R8-R11:生理
研・九大電顕
＆BL更新運
用

総額44
阪大超高圧電顕性
能向上経費：10、佐
賀大BL更新経費：
５、生理研電顕更
新経費：５、九大電
顕＆BL更新経費：
８、運営費：0.4/年
☓４機関

大阪大学超高圧電子顕微
鏡センター、九州大学超顕
微解析研究センター/シンク
ロトロン光利用研究セン
ター、生理学研究所 脳機能
計測・支援センター、佐賀大
学シンクロトロン光応用研究
センター

136 32-1 研究

「アジア人類史」総合研究体制の
構築
(Platform for integrative study on
human history in Asia)

アジア人類史研究機構とア
ジア人類史研究センターを創
設して、これまで独立に発展
してきた人類学諸分野の知
識と観点を融合させ、アジア
の人・文化・社会の多様性の
本質に迫り、その知見を社会
に活かす仕組みを作る。

人類学諸分野の知見をアジ
ア人類史という１つの物語の
中に統合して、当地での人・
文化・社会の多様化のプロセ
スと実態を探ることにより、ア
ジア人についての理解を飛
躍的に前進させることができ
る。

得られる知見は、日本のみ
ならずアジア諸地域における
医療や健康管理、人間工学
や居住環境デザインなどの
暮らしの改善に役立つだけ
でなく、集団間における相互
理解を促進し、平和に資する
可能性がある。

R2－R3：セン
ター設置と機
構整備
R3－R12：合
同大会開催、
若手人材育
成、社会発進
など事業推進

総額100
アジア人類史研究
センター創設・運営
費：30、参加機関の
応用・連携研究部
門/領域の研究費：
40、若手人材の育
成：30

機構は全国各地の33の人
類学関連研究機関で構成さ
れ、これを統括するアジア人
類史研究センターの運営
は、各参加機関の代表者で
構成される運営委員会の意
見を反映しながら行なう。

137 32-1 研究

宇宙インフラ整備のための低コスト
宇宙輸送技術の研究開発
(Research and Development of
Revolutionary Low Cost Space
Transportations for Space
Infrastructure Constructions)

将来の国民の生活水準の維
持のための宇宙インフラの
建設や維持のために、経済
的な宇宙輸送システムとして
ハイブリッド宇宙エレベータと
新宇宙輸送システムの、工
学・社会科学両面からの研
究開発を提案する。

宇宙輸送システムの新規技
術を獲得することができる。
関連する制御、構造、材料、
空気力学、燃焼等の分野で
の波及成果が期待できる。
社会科学の点では輸送シス
テムの事業性や在り方を評
価する機会が得られる。

衛星の軌道投入等のインフ
ラ整備により将来にわたる国
民の生活水準の維持が可能
となる。産業界に対し無重力
環境を提供できる。高速輸送
は物流に変革をもたらす。日
本の工業全体に新たな需要
を生む。

R2-R7：要素
技術確立と実
証準備。社会
科学的評価。
R7-R12：技術
実証と評価。
R12-  ：宇宙
インフラ整備。

総額700
設備投資135（通信
管制、風洞、射場
等）、研究開発220
（エレベータ、輸送
機の要素技術）、実
証試験295（飛行試
験費、試験機体製
作）、運営費50（事
務費、人件費等）

JAXAが全体取纏め。宇宙エ
レベータを静岡大と日大が
担当。輸送機は理科大、早
稲田、東大等が実施。設備
射場整備を室工大、HASTIC
が担当。社会科学的検討を
北大、立命館大が担当。

138 32-1 研究

科学的知見の創出に資する可視
化研究の推進
(Promotion of research on
visualization facilitating scientific
knowledge making)

本研究計画マスタープランで
は、さまざまな科学分野にお
いて得られるデータを活用し
て科学的知見を促す対話型
データ分析・可視化技術の
開発とその評価を実現する
ための可視化研究コミュニ
ティの構築を目指す。

研究データ保存システムに
おいて大規模文書データ分
析が促進され、また、多次元
時系列データから状態遷移
図を導出することが可能とな
り、さらに、どのような画像化
が気付きや閃きを促進する
のかが明らかになる。

革新的な因果推論・状態遷
移図作成支援技術が開発さ
れることが予想され、そのう
ちの多くは、ビッグデータ解
析ソフトウェアシステムとして
の製品化が見込まれること
より経済的・産業的価値は高
い。

R1-R4：古文
献デジタル化
R5-R10：潜在
因子推定のた
めの対話環境
R11-R13：政
策策定や教
育現場での利
活用

総額27.9
三次元CT装置：設
備投資2.4、人件費
7.5
マルチタッチ高解
像度表示装置：設
備投資1.2、人件費
7.5
可視化効能測定装
置：設備投資4.8、
人件費4.5

データ生成研究拠点：立命
大・JAMSTEC・東大
データ可視化研究拠点：慶
應大・京大・阪大
可視化評価研究拠点：明
大・東北大・京大・芝浦工大
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139 32-1 施設

学術研究におけるデータ倫理と利
活用の両立を支援するための次世
代データプラットフォーム
(Next-Generation Data-platform
for Resarch Ethics and Utiziation
for Academic Data)

SINETを通じたオープンサイ
エンス基盤を前提に、データ
の匿名化・統計化、個人情報
の同意代行機能、著作物の
間接参照・追跡などを提供し
て、データに関わる法制度・
倫理を支援するプラット
フォームを構築する。

多様な研究分野のデータの
利用における、データに関わ
る法的・倫理的対応を自動
化して、研究者の負担を低減
する。この結果、他者のデー
タを活かした研究を促進する
とともに、分野を超えたデー
タの共用が容易化する。

本プラットフォームに利用よ
り、データの出所や加工を記
録可能にすることから、クラ
ウドソーシングによるデータ
を活かした科学技術を可能
にし、シチズンサイエンスに
対して科学的な信頼性を担
保する基盤となる。

R2－R3：機能
調査・設計期
間
R3－R5：構築
期間
R4－R5：部分
運用
R6－R9：本格
運用

総額3.8
プラットフォームの
機能調査・設計
0.8、構築1.6、運用
0.6、運営費0.8

代表者：佐藤一郎（国立情
報学研究所）
分担者：国立情報学研究
所・オープンサイエンスセン
ター他

140 32-1 施設

コスモ・シミュレータの開発－宇宙
の始まりから生命の誕生に至る宇
宙全史の探究－
(Development of the Cosmo-
Simulator: Exploring the Whole
Cosmic History from the Beginning
of the Universe to the Birth of
Life)

基礎物理分野（宇宙・素粒
子・原子核）と計算機工学分
野の連携により、宇宙の始ま
りから惑星上の生命の誕生
に至る宇宙全史をシミュレー
トする専用的な計算実験装
置「コスモ・シミュレータ」を開
発する。

宇宙の始まりと生命の起源
は、人類が探究し続けてきた
最も根源的な問いである。コ
スモ・シミュレータにより、宇
宙誕生過程、宇宙相転移、
天体形成史、惑星形成と生
命の誕生解明のブレークス
ルーを目指す。

宇宙の始まりと生命の起源
の探究は、人類の知の創出
につながり、新たなアーキテ
クチャに基づき国産の技術で
製作するコスモ・シミュレータ
は、スーパーコンピュータ「富
岳」の次につながる技術開拓
となる。

R4-R7：第１期
建設
R7-R10：第１
期運用、第２
期建設
R10-R14：全
システム本格
運用

総額165
第１期システム：45
(LSI 設計、システ
ム 試作、製造費、
運用費他)
第２期システム：
120 (LSI 設計、シ
ステム 試作、製造
費、運用費他)

○国立大学法人筑波大学
計算科学研究センター
○国立大学法人神戸大学
惑星科学研究センター
○宇宙生命計算科学連携
拠点

141 32-1 研究 ○

日本文化資料の連携研究拠点の
形成
(Establishment of collaboration
research network for Japanese
cultural resources)

本事業は、有形無形の日本
文化資料消失の危機に対し
て、それらの把握と研究、
データ化、歴史文化を担う人
材育成を一体的に実現する
拠点を全国で形成し、これを
中核的研究機関の研究や資
料情報基盤結合させる。

人文学の総合化により、人
文・社会科学の諸学が分野
を超えて共有できる根源的な
問いへのアプローチを可能
にする。言語学と遺伝学の
連携など、これまでの人文学
を超えた研究を実現する。日
本文化資料を国際展開す
る。

総合化された人文学によっ
て、「人類の共有財産」であ
る地域文化の多様性を明ら
かにすることで、持続可能な
社会を実現する。拠点におい
て、分野横断的な人文学研
究を担う若手人材を育成し地
域文化にも貢献する。

R4-R6：手法
の確立とモデ
ル拠点
R7-R8：モデ
ルの地域展
開と高度化
R9-R13：全国
拠点による新
たな人文学確
立

総額95
情報基盤システム
構築：構築３、運用
２
人件費：42（セン
ター長７、中心拠点
７、地域拠点33）
調査・記録化26
運営費22（共同研
究12、国際連携３、
他７）

中核機関を歴博、国語研、
東北大学災害研、東大史料
編纂所、神戸大人文学研究
科、奈良文化財研究所、琉
球大島嶼研で担い、NIIとも
連携し全国25大学拠点を構
築。諸学会と連携確認済。

142 32-1 研究

バイオハイブリッドシステム研究開
発拠点
(Research Center for Biohybrid
Systems )

生物に見られる特異的な機
能の工業的な利用をめざし、
生物のパーツと人工物を融
合したデバイス要素技術を
開発し、それらを組み合わせ
統合したハイブリッドシステ
ムを創出するための学問体
系を構築する。

生物の機能を効果的に利用
できるバイオハイブリッド製
品の製造可能性を実証する
ため、研究を通して生物、医
学、薬学、理学など様々な分
野融合することで、新たな学
術領域が形成できる点で学
術的意義は大きい。

人が健康的な生活環境を確
保するために必須となる、セ
キュリティ産業、防災産業、
環境測定産業、農業産業な
どの領域でのニーズは高く、
さらに様々な産業領域への
展開が今後想定され、社会
的意義は大きい。

R1：拠点形成
と研究者ネッ
トワーク構築
R2－R4：公募
等による研究
者招聘
R5：国際シン
ポジウム開催
R6：中間評価

総額100
研究拠点形成費
35、研究員雇用費
30、プロジェクト研
究経費30、集中講
座・国際シンポジウ
ム開催経費５

東京大学（中心機関）
国内ネットワーク：東北大
学、弘前大学、信州大学、
北陸先端科学技術大学院、
名古屋大学、京都大学、大
阪大学、理化学研究所等、
企業
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143 32-1 研究

飛行艇を用いた臨床地球惑星科
学の創成
(Applying flying boat for promoting
Clinical Geosciences)

学術観測用の大型飛行艇を
導入し、その優れた機動性を
生かした観測研究を、海域を
中心に実現する。最終的に
「臨床地球惑星科学」、すな
わち現場観測と実証を基本
とした新しい地球惑星科学を
日本発で創始する。

海域で発生した大災害や未
知現象に対してただちに直
接観測を実施し、原因解明
や影響評価が実現出来るよ
うになる。従来の船舶や航空
機では取得出来なかった
データが入手可能になり、広
い分野に発展をもたらす。

海域で発生した大災害や未
知現象に対して迅速な実態
把握を実現し、被害の軽減な
どにつなげることが出来る。
海洋学研究を遂行・実現す
る上で必要な各種コストを削
減することが出来る。

R2－R4：拠点
整備および大
型設備の導
入準備
R5－R6：飛行
艇の導入・試
験運用
R7－R10：運
用
R11：自己点
検

総額：225（10年）
飛行艇本体：120、
小型観測船：10、観
測機器：10、整備
場：10、機体維持
費：44、運営費：
1.4、共同利用経
費：６、委託費：
3.6、人件費：20

名古屋大学に設置予定の飛
行艇共同利用センターと、そ
の方針を決定する運営委員
会が、共同利用の中核とな
る。また評価委員会を設置
し、飛行艇センターや運営委
員会の運営内容をチェック
する。

144 32-1 研究

物質・デバイス・システムクロスコネ
クト研究拠点：設計・創成・解析・実
装および循環を結ぶネットワーク研
究体の構築
(Cross-connect Research Center
for Materials, Devices and
Systems: Networking of research
cores for connecting design,
development, analysis,
implementation and lifecycle)

物質・デバイス・システムの
設計/創成/計測/実装/ライ
フサイクルを「クロスコネクト」
した新たな学理構築を目的
に、複数の中核的研究コア
保有の学術資源などを縦横
に「クロスコネクト」する研究
拠点を形成する。

物質・デバイス・ビーム科学・
情報（AI）をクロスコネクトした
実践研究「エンジン」となる新
たなネットワーク型研究の仕
組みにより、AI駆動型の革新
的物質・デバイス創成に向け
た次世代の学理を構築す
る。

シームレスな物質・デバイス
創成を通じた新たな研究開
発スタイルのモデル提案が
でき、我が国が持つもの作り
の強みを次のステージへと
変革した幅広い分野横断型
の融合理工学によるイノベー
ションを導くことができる。

R2－R3：各拠
点体制・設備
整備
R4－R5：設備
拡充・データ
収集整備
R6－R7：本格
運用

総額210
装置設備費（循環
型物質合成システ
ム、AI支援IoT材料
デバイス製造シス
テム等）104
クロスコネクトネット
ワーク整備28
運営費78

物質・デバイス共同研究拠
点（北大電子科学研究所、
東北大多元物質化学研究
所、東工大化学生命科学研
究所、阪大産業科学研究
所、九大先導物質化学研究
所）並びに拠点参画機関、
研究者

145 32-1 研究 ○

放射光学術基盤ネットワーク
(Network of academic
infrastructures in synchrotron
radiation science)

真空紫外～Ｘ線領域での多
様な利用により優れた研究
成果の創出と人材育成を長
年にわたり担ってきた学術３
施設の強化とネットワーク化
を進めながら、世界に誇るわ
が国の放射光科学を継続的
に向上させる体制を構築。

学術３施設の連携強化によ
り、科学技術の需要を的確
に把握し、光源・測定装置・
検出器・データ処理の開発
や高度化を効率よく推進する
とともに、多様性や自由度の
ある光源・ビームラインを新
たに検討する核となる。

放射光施設は、現代社会が
直面しているエネルギー問
題、環境問題、食や薬の安
全問題等を解決するための
研究開発において極めて有
用な情報を提供し、国内産業
の国際的な優位性と競争力
を確保する研究基盤である。

R2-R6 ： 各 施
設 の 基 盤 設
備・基盤技術
の高度化
R7-R11：本格
連携による技
術開発、多様
性 や 自 由 度
のある研究基
盤構築

総額60
共通設備10、人材
育成５、PF高度化
設備30, UVSOR高
度化設備10、
HiSOR高度化設備
５

日本放射光学会（定期的に
国内放射光施設の代表者
会議を組織し、学術３施設に
よる各課題解決や成果の共
有を図る）、物質構造科学研
究所PF、分子科学研究所
UVSOR、広島大学HiSOR

146 32-1 研究 ○

ワイルドライフサイエンスの確立と
発展のための国際連携拠点
(International cooperation web for
the establishment and promotion
of wildlife science)

絶滅が危惧される野生動物
を中心とした基礎研究の推
進を基盤として、人材育成、
保全実践、政策の立案実行
までを射程に入れた活動を
展開する。

科学的知見に基づいた生物
多様性保全策の策定に貢献
する。また、植物や微生物と
の相互作用や種分化、環境
適応研究など、生物科学に
大きなブレークスルーをもた
らす発見も期待できる。

自然をうやまい、親しみ、理
解し、楽しむ日本的価値観と
文化の再生・強化や、自然環
境の保全に投資する経済・
社会システムの創生とその
世界への拡大に寄与する。

R2：連携体制
の構築と人材
相互交流の
実現
R3－R11：
フィールド
ミュージアム
ネットワーク
の形成、キャ
リアパス構築

総額89
国内３拠点、海外
12拠点の初期整備
35、統括本部初期
整備３、運営費等：
各年5.1×10 年。

運営事務局を京都大学に置
く。国内の12大学等研究機
関、7動物園水族館、海外の
24機関と連携して事業を実
施する。

融
合
領
域
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